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「杜会主義経済と国家」にかんする覚書（中の２）

　　　　　　「経済的メカニ ズム論」とのかかわりで
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はじめに
「生産の杜会化」論と国家

「経済的メカニ ズム」論と国家（以上，第３１巻第４号）

「経済的利害」と国家（以上，第３３巻第３号）

ｒ経済的メカニ ズム」の構造（本号）

「計画化」機能と国家

ｒ経済的指導」機能と国家

ｒ個人的利害（労働と消費）」と国家

杜会主義国家のｒ普遍性」の乖離

５　「経済的メカニ ズム」の構造

〔１〕「経済的メカニズム」の構造をめぐるソ連での論争

　前章では，「経済的欲求」ｒ経済的利害」論にもとづいて「経済的 メカニ ズ

ム」の展開のいわば実体的内容をあきらかにしながら，それらが国家との相互

関係において実現されていくメカニ ズムの基本的な枠組みを整理しておいた 。

これをうげて，つぎには「経済的 メヵニ ズム」そのものの内容の検討にすすん

でいくことになるが，本早ではその「経済的 メカニ ズム」の全体的た構造をあ

つかい，そのなかでのサブシステムやエレメソトといわれるものの内容につい

てはそれぞれ個別的に６ ・７ ・８章でとりあげることにする 。

　さて，「経済的 メヵニ ズム」については，すでに３章において，とりあえず

　　　　　　　　　　　　　　　　　（６３６）
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はアバルキソにしたがい，「生産力」一「生産関係 ａ）」（ｒ組織的経済的関係」ｒ技術

的経済的関係」ｒ労働的技術的関係」などと口乎はれるもの）一「生産関係ｂ）」（所有関係

を軸とする狭義の生産関係といわれるもの）の相互関係のうえにたって，それらが

人々の意識的活動をつうじて現象し実現されていく具体的彩態がうみだす諸関

係として・そのような意味で生産関係の体系を構造の面と機能の面から具体化
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　ユ）
したものとして・定義づげをあたえておいた。その後，ソ連では，１９７８年から

７９年にかげて・ｒ経済科学』誌上で「経済的メヵニ ズム」をめぐる論争が活発

にくりひろげられ・また，これらと平行して多くの論文や著作がだされている
。

それらは，イ）ｒ経済的 メカニ ズム」概念の内容にかかわるもの，口）ｒ経済的

メカニ ズム」の構造にかかわるもの，ハ）「経済的 メカニ ズム」の改善の具体

的方策にかかわるもの，なとに大別されうるであろうが，ここでは，口）のテ

ーマを中心にして１それとのつながりで必要なかぎりでイ）のテーマにもふれ

ることにし・ハ）のテーマについてはあとの諸章にゆずることにしたい
。

　はじめに，論争の概況をつたえてくれる『経済科学』誌編集部の中問的な総
　　　　　　　　２）
括論文（１９７９年１０号）によっ て， 論点のありかをたしかめておくことにしようと

　　 ここでは・１）ｒ経済的 メカニ ズム」という用語が理論的にも実践的にも広

く使われるようになったのは比較的最近のことであり ，その内容についてまだ

十分た見解の統一がないことが認められている。ともかく ，多くの論争の参加

老がほぼ一致したのは，「経済的 メカニ ズム」というのは，経済運営，杜会的

生産の組織と規制，生産に対する意識的働きかげの形態と方法の総体である
，

ということであ った。２）しかしながら，このことと関連して，次のような諸

問題が論議されてい った。ひとつは，「経済的 メカニ ズム」におげる客観的な

ものと主体的なものとの相互関係の問題である。一般に，「経済的 メカニ ズム」

が， 上述のような意識的にかたちづくられるものの総体であると同時に，その

客観的基礎をもつものである，ということは認められている。しかし，その相

互関係の具体的な内容はとなると，意見がわかれる。問題提起者の一人，ブー

ニッ チは，つづいてみるように，「意識の外で客観的に存在する経済的 メカニ

ズム」と「人問によっ てつくりだされる経済的メヵニ ズム」とを２つにわげた 。

　　　　　　　　　　　　　　　　　（６３７）
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だが，これはあまり支持をうけず，多数説は，「経済的メカニ ズム」は１つの

ものであ って，それが客観的なものと主体的なものという２つの側面をもつ ，

と考えるべきであるということであ った。そして，論議の結果として，「経済

的メカニ ズム」は，厳格に客観的に条件づげられ強固な客観的な基礎をもつが ，

同時に人々の意識的た作用の結果として移成され改善される，ということが認

められたとされる。３）もうひとつは，「経済的メカニ ズム」と生産関係 ・経済

法則との連関の問題である。しぱしぱ，「経済的メカニ ズム」が生産関係のシ

ステムと異ならたいものとしてあつかわれているが，「経済的メヵニ ズム」に

包摂される経済的諸関係の層あるいは面を分析しなげれぱならたい。しかし ，

「経済的メカニスム」の固有の内容と生産関係のンステムとの相互関係の分析

となると，意見がわかれる。もう一人の問題提起者，アバノレキソは，つづいて

みるように，生産関係を２つのサフ ・ンステム　　「取得の方法を表現する関

係（所有関係）」と「経済運営，経済の機能化の方法を性格つげる関係」　　に

わげ，ｒ経済的メカニ ズム」は後者にかかわるものとした。だが，これはあま

り支持をうけず，多数説は，このようにしてしまうと「経済的メカニ ズム」の

内容が貧弱たものになってしまう ，そのなかには生産関係のすべてがふくまれ

るが，ただそれらの一定の面，つまり具体的た経済的連関 ・形態の領域に位す

る面だげを包摂する，「経済的メカニスム」の基礎には生産関係のンステムが

よこたわるが，「経済的 メカニ ズム」は生産関係のシステムが実現され，生産

関係の本質的側面が経済的生活の組織の具体的移態に転化される復雑な過程を

表現する，と考えるべきであるということであった。４）土台一上部構造のシ

ステムにおげるｒ経済的メヵニスム」の位置の問題である。多くのものは ，

「経済的メヵニスム」が土台と上部構造の接点に位するようた広い杜会的関係 ，

すなわち上部構造的関係を包摂することを認めた。しかしながら，上部構造の

どのようなエレメソトが，そのどのような性質として，ｒ経済的メカニ ズム」

にふくまれるのかという問題は残されたままであ った。５）　「経済的メカニス

ム」の構造にかんしては，多くの観点が述べられたが，それらは相互に排除し

あうものではなく ，構造的区分の基礎にどのような原則，標識をおくかによる 。

　　　　　　　　　　　　　　　　（６３８）
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機能的アプ ローチ（管理，計画化，経済的刺激などの区分）もあれば，組織的アブ

ローチもある。これと関連して，「経済的メカニスム」と管理との相互関係も

論議になり ，ブーニッ チは両者を等置したが，多くのものは管理は「経済的 メ

ヵニ ズム」のエレメソトの一つにすぎないという立場をとっ た。 この他に，以

上の編集部総括論文ではとりあげられていたいが，生産力一生産関係の接点に

位するような関係と「経済的 メヵニ ズム」はどのようにかかわるのかという問

題を含めると，論争でだされてきた主要な論点はほほつくされているように思

われる 。

〔２〕　「経済的メカニズム」の構造論（アバルキンとブーニツチ）

　では，「経済的 メカニ ズム」の構造論そのものの検討にはいることにしたい 。

すでに，実践的には，例えぱソ連邦共産党２４回大会（１９７１年）では，次のよう

な４つの主要な方向　　１）国民経済計画化，２）管理の組織的構造，３）経済
　　　　ホズラスチヨート
的刺激，経営計算制，商品 ・貨幣関係の利用，４）生産管理への勤労者の参加
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　３）
　　にわげてｒ経済的 メカニ ズム」の改善がはかられようとしていた。だが ，

その理論化へのとりくみは，ソ連においてもたかだかこの１０年はどの問のこと

であるといってよいであろう 。そのなかにあ って，これをもっとも体系的に展

開しようとしたアバルキソ（共産党中央委員会附属杜会科学アヵデミー政治経済学講

座長）とフーニヅ チ（オルソヨニ キソゼ名称モスクワ管理研究所杜会主義経済管理経済

的メヵニ ズム講座主任）のこころみを，はじめに素材としてみておくことにした
４）

い。

　アバルキソが，１９７３年の著書のなかでいちはやく ，「経済的 メカニ ズム」を

生産力と所有関係とのあいだの相互関係およぴそれらと上部構造とのあいだの

相互関係を媒介するものとして位置づげたうえで，その構造とそれにふくまれ

るエレメソトの総体を次のように列挙していたことを，すでに３章でふれてお

いた。（１）杜会的生産の組識彩態。そのもっとも重要な彩態は，生産の集積 ，

専門化，コソビナート化，協同化である 。（２）経済の管理の構造と方法。これに

　　　　　　　　　　　　　　　　　（６３９）
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は， 経済的管理の諸機関の構造，計画化のシステム，生産に対するはたらきか

げの経済的方法と行政的方法，およぴ生産発展の効率性の指標がかかわる 。

（３）国民経済におげる経済的連関の諸形態。杜会的生産におげる「物の交換」 ，

杜会的生産物の運動に役立ち，それがふくむのは，生産手段と消費資料の流通 ，

財政 ・金融的た諸連関と諸関係，生産的企業，合同体，地域的複合体のあいだ

の経済的連関である。（４）生産に対する経済的な刺激とてこ。経済的利害のシス

テムにねざすところの具体的経済移態（価格，利潤，賃金，奨励フォソドなど）が

そのようなものとしてあらわれる 。（５）生産の規制の法的な形態と方法。（６）生産

　　　　　　　　　　　　　　　　５）
に対する作用の杜会的＝心理的要因 。

　これをうげて，アバルキソは，その後，「経済的メカニ ズム」をめぐる論争

に触発されて書いたｒ経済科学』誌論文（１９７８年８号）においては，次のようた

いっそうの理論的整理をこころみようとする。すなわち，さきにふれたように ，

生産関係を２つのサフ ・ンステム　　「取得の方法を表現する関係，杜会的 ＝

経済的関係（所有）」と「経済運営の方法を性格づげる関係，組織的＝経済的関

係」　　にわげ，「経済的メカニスム」は後者にかかわるものとしたうえで ，

それを３つのエレメソトに大別した。（１）第一のエレメソト　　生産力の発展の

組織的形態，生産力の組織の杜会的側面，いわぱ，生産関係との接点における

生産力（１９７３年の著書での（１）にあたる）。（２）第二のニレメソト　　生産関係におげ

るそれに照応する環，組織的＝経済的関係。（３）第三のエレメソト　　上部構造

的要因，生産関係との接点での上部構造的彩態（同じく（５）と（６）にあたる）。 そして ，

第二のエレメソトをさらに３つにわげた。１）経済的連関（同じく（３）にあたる）。

２）経済的たてこと刺激（同じく（４）にあたる）。 ３）固有の管理関係（同じく（２）にあ

たる）。 このように，アバノレキソの「経済的メカニ ズム」論にあつては「組織

的＝経済的関係」という概念が中心的な役割をはたすのであるが，あとでたち

かえるように，論争のなかでの批判と反批判のひとつの焦点となったのもこの

概念をめぐっ てであ った。なお，この「組織的＝経済的関係」の内容について

は， １９８０年１号の『経済学の諸問題』誌論文では，１）杜会的労働の組織（協業 ，

分業，専門化，など），２）それからでてくる活動の交換にかんする関係，３）経

　　　　　　　　　　　　　　　　（６４０）
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済的運営の関係，という３つがあげられている。これは，すでに３章でもふれ

た１９７４年の論文と同じ内容であるが，これらとうえにあげたものとの対応関係

はかならずしも明確ではない 。

　つぎに，ブーニッ チの「経済的 メカニ ズム」の構造論であるが，それはおそ

らくは彼の職務上の立場を反映してか実践的た諸経験を総合しょうとしたもっ

とも詳細をきわめるものであ った。アバルキソなども，その基礎づげのための

理論的方法そのものには若干の疑点を表明しながらも，モテノレの組立てとして

はいちおうの評価をあたえている。ブーニッチは，「経済科学』誌上での論争

の発端とな った１９７８年４号の論文において，さきにふれたように，「経済的 メ

ヵニ ズム」を２つにして，「客観的に存在する経済的メヵニ ズム」と「その認

識と定式化におうじて杜会主義杜会によっ てつくりだされる管理の経済的 メカ

ニズム」とにわけた。前者は，あとの諸論文では，「潜在的に可能な生産関係」

（１９８０年の著書），「経済法則の相互作用の客観的 メヵニ ズム」ｒ客観的に存在する

生産関係」（１９８４年の編著）とも表現される。後者は，土台的 ・生産関係的領域

で作用するが，たんなる経済法則の反映よりも広義で上部構造的諸要素をふく

む（国家とその諸機関，党，あとのｒ刺激と責任」のサブ ・システムのたかのｒ杜会的

刺激と杜会的責任」，ｒ保障の機能サブ ・システム」のなかのｒ法的保障」，など）。 なお ，

生産過程におげる労働者 ・職長 ・技師などの問の抜術工程的関係や生産の諸要

素の配分にかかわる関係は，それらが生産関係に一定の刻印をもち込むかぎり

では「経済的 メカニ ズム」にはいるが，同時にそのようなものとして生産力の

発展を反映するアスペクトからも，　重にみられなけれはならない。そのう

えで，以下のようたシステム ・サブシステム ・ブ ロック ・ニレメソトからなる

ｒ経済的メカニ ズム」の構造のモデルを提示するのである。もっともこの種の

研究はまだあまり進んでおらず，きわめて予備的な模索的な接近であ って，今

後の補充あるいは除外の修正が必要となるであろうと断ったうえのことである 。

　　　杜会主義経済管理の経済的メカニ ズムの構造（ブーニッ チ）

Ｉ　垂直的 一機能的なアスペクト

　　　　　　　　　　　　　　　（６４１）
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　Ａ　水平に

　　〔１〕一般的機能サブシステム

　　　　（１）計画　（２）刺激と責任　（３）適時の管理（ｙｎｐａＢハｅＨＨｅ　Ｂ　ｐｅａ肚Ｈ０Ｍ

　　　　 Ｍａｃ山Ｔａ６ｅ　ＢｐｅＭｅＨＨ）　（４）杜会主義競争の管理

　　〔２〕特殊的機能サブンステム

　　　　（１）科学 ・技術の発展の管理　　（２）生産物の質の管理　　（３）新地域の

　　　　開発や未開発地区の発展の管理　　（４）人口の管理　　（５）民族的経済政

　　　　策　　（６）ユコ肩 ジーの管理　　（７）対外経済連関の管理　　（８）進歩的

　　　　経験の普及の管理　　（９）生活水準の杜会的ノルマチーフの保障の管理

　　　　００不足生産物と関連した方策

　　〔３〕保障の機能サブシステム

　　　　（１）方法論的保障のサブシステム　　（２）組織的保障（管理の組織）のサ

　　　　　ブシステム　　（３）管理清報のサブシステム　　（４）要員保障のサブシス

　　　　　テム　　（５）資材保障のサブシステム　　（６）財務的保障のサブシステム

　　　　（７）法的保障のサブシステム

　　Ｂ　垂直に

　　〔１〕生産物の生産と消費のサイクノレの垂直的 一連続的サブシステム

　　　〔２〕そのサイクルの各段階ごとの部門管理の垂直的 レベル

　１　地域的な面とプ ログラム的た面

　　　〔１〕管理の地域的（空問的）構造

　　　〔２〕　プ ログラム的管理

　このモデルについて，とくに重要なもの，および，内容の理解に説明を要するも

のについて，若干の コメソトをつけ加えておきたい 。

　これらのうち，中心的な役割を果すのは，Ｉ－ Ａ一〔１〕ｒ般的機能サフンステ

ム」のたかの（１）と（２）である。（１）「計画」のサブシステムーさらに次のような各ブ

ロックにわかれる 。すたわち，ｒ予測」ｒ長期計画」「中期（５カ年）計画」ｒ年度計

画」ｒ実行 一目割計画」。その他のエレメソトとして，「総合財務計画」（さらに，「国

家予算の収支の総合勘定」ｒ信用勘定」ｒ国家保険の財務計画」「支払いバラソス」

「住民の貨幣収支バラソス」「部門省 ・国営企業の収支バラソス，国営組織 ・機関の

　　　　　　　　　　　　　　　　　（６４２）
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予算，協同組合と杜会組織の財務計画」にわかれる），「指標，経済的ノルマチーフ ，

観則」，「価格」がふくまれる 。（２）「刺激と責任」のサフ：■ステム　　これは，最適

な緊張した課題の採択とその実現へむけて集団の関心をつくりだすことによっ て計

画の作成と遂行を積極的に促進する。それは，２つのブ ロック，ｒ物質的刺激と物

質的責任」とｒ杜会的刺激と杜会的責任」にわけられる。前老は，ｒ経営計算制」

関係のシステムをふくみ，ｒ価格」の利用，ｒ生産物の実現」からの売上高のｒ補填

フォソド」ｒ労働支払フォソド」ｒ蓄積フォソド」（「取引税」とｒ利潤」の利用の諸

形態），などにわかれる。後者には，「杜会主義競争，管理などへの参加」「イデオ

ロギー的てこ」ｒ心理的てこ」ｒ行政的責任，市民的責任，党規律的責任，道徳的

倫理的責任」「道徳的刺激」ｒ労働の欲求への転化を促す方策」，などがはいる 。

Ｉ－ Ａ一〔１〕のなかの（３）「適時の管理」のサフ！ステム　　経常的管理 ＴｅＫｙ叫ｅｅ

ｙｎｐａＢ刀ｅｍｅや実行的 ｏｎｅｐａＴＨＢＨ０ｅ　ｙｎｐａＢハｅＨｌ｛ｅよりももっと短い時問的単位で

のもので諸条件の変化に柔軟に機動的に対応して修正をもたらしうるような管理で

あっ て， ｒ技術的点検 Ｋ０ＨＴｐｏ肪」ｒ経済的点検」「財務的点検」ｒ経済的分析 ａＨａ舳３

（実行的，会計的，統計的）」「経常的行政的生産指導」ｒ経常的融資」「経常的信用

供与」ｒ経常的資材技衛供給」ｒ経常的価格形成」「管理の諸環の自主性の拡大にも

とづく新しい状況の考慮，資源の動員（労働，資材，財務，信用，など）」ｒ計画課

題の修正」のブ ロックをふくむ。Ｉ－ Ａ一〔１〕のなかの（４）「杜会主義競争の管理」

のサブシステムーｒ競争の諸彩態」ｒ競争の指標と条件」ｒ勝利者の奨励の源泉」

「進歩的経験の普及」などのブ ロックをふくむ 。

　Ｉ－ Ａ一〔２〕「特殊的機能サブシステム」は，〔１〕のなかにふくまれるそれぞれ

特定の過程についての特別のメカニ ズムにかかわるものである 。

　Ｉ－ Ａ一〔３〕の（１）ｒ方法論的保障のサフノステム」　　「経済的 メカニスム」の

理論とモデルの作成，その総合的な発展を保障するものである 。　Ｉ－ Ａ一〔３〕の

（２）「組織的保障（管理の組織）」のサフ：■ステム　　目的函数として，決定の採択

ｎｐＨ朋ＴＨｅ　ｐｅｍｅＨ嚇とその実践への導入の組織化 ｏｐｒａｍ３ａ以朋をもち，そのたか

には遂行過程に対する点検 Ｋ０ＨＴｐｏ帖とえられた結果の評価 ｏ口ｅＨＫａ もふくまれ

る。 この機能がはたされる条件となるのは，管理機関のヒエラノレヒー的構造の設定 ，

指導の各 レベルにおげる必要な環の規定（その権限，それに対する義務的指示，点

検の範囲，責任の程度），水平的相互関係と垂直的相互関係の形成，管理の必要な

　　　　　　　　　　　　　　　　　（６４３）
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柔軟性の保障，公式的方法と非公式的方法，標準的手続きと非標準的手続きの適用

範囲の作成，単独責任制と合議制の観点からの管理領域の配分，などである。これ

は， 生産関係に内的に固有な土台的性格の現象であって上部構造的形態ではないか ，

この生産関係の組織は第一義的タイプの生産関係ではなくて第二義的 ・第三義的タ

イプの生産関係である。だから，ｒ経済的メカニ ズム」のより深い本質的基礎の内

容によって規定をうけるので，「保障のサブシステム」のなかにいれられる。上部

構造は，この必要な組織を意識的に目的志向的に認識し定式化するだけにしかすぎ

ない。Ｉ－ Ａ一〔３〕の（３）ｒ管理情報のサフンステム」　　他のすへてのサフンステ

ムに情報の流れを提供する。そのなかで，補助的役割を果すのは，ｒ数学的保障」

のブ ロックおよびｒプ ログラム的保障」のブ ロヅクである 。

　　Ｉ－ Ｂ一〔１〕「生産物の生産と消費のサイクルの垂直的 一連続的サフンステム」

　　ふつう，垂直的サフンステムといえは，国民経済の伝統的諸部門（工業，建設，

農業，運輸，など）があげられるが，ここでは次のような ６技術工程的立場
’’

から

のアプ ローチのほうが，経済的連関の内的論理を反映しているのでよりよいとされ

る。 すなわち，「基礎的科学研究」一「応用的科学研究」一「企画と設計」一「生産手

段の生産」一「生産手段の分配」一「生産手段の流通」一「消費資料の生産」一「消費

資料の分配」一「消費資料の流通」一「消費」のサイクノレである。そして，そのサイ

クノレの各段階のそれぞれのなかで，Ｉ－ Ｂ一〔２〕ｒ部門管理の垂直的 レベル」がわ

げられる。例えぱ，工業における生産手段の生産にかんしていえぱ，「国民経済」一

「省（部局）」一「工業合同」一「生産合同体（企業）」一「職場」一「職区」一「ブリガ

ーダ」一「環」一「作業場所」というように。そのうえで，各 レベルにおける管理諸

機関が，一方での “スタ ヅフ的性格”と他方での “機能的＝保障的性格”の相互関

係にしたがって，考察されていく 。

　Ｉ一〔２〕ｒプ ログラム的管理」とは，ある特定の生産物あるいは目的のために機

能サブシステムが結びつげられるぱあいで，近年の例では，ｒ穀物プ ログラム」「運

輸プ ログラム」ｒユネルギープ ログラム」「金属節約プ ログラム」ｒ手労働適用縮減

プロ グラム」ｒ新種国民消費商品生産増大プ ログラム」などがある 。

　以上，ソ連において「経済的メカニ ズム」の構造論の内容をもっとも積極的

に提示しようとしたアバノレキソとブーニッチのこころみを検討してきた。みら

　　　　　　　　　　　　　　　　　　（６４４）
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れるように，実践的要請とも結びついた包括的で詳細なものであ って，今後の

展開のための素材としては大いに参考になるものであろう 。しかしながら，そ

れらの理論的根拠づげ，例えぱ構造のなかのシステム ・サブシステム ・ブ ロッ

ク・ エレメントなとの内的相互関係いかんという問題になると，十分な解明が

あたえられているわけではなかった。アバルキソのものは，彼の「組織的＝経

済的関係」という概念を軸とした理論化への志向が基礎にあったが，それがも

つ問題とともに，同じく例えは１９７３年の著書での構造のなかの６つのエレメン

トの内的相互関係いかんという問題になると，まだまだ不分明なところが多く

残されていた。そのなかの（１）一あとで第一のエレメソトとして大別されるいわ

ぱ生産力との接点の ，　
‘‘

どのようなものが
’’

かつ
‘‘

どのようにしで’「経済的

メカニ ズム」とかかわるのか，同様に，そのなかの（５）と（６）一あとで第三のエレ

メソトとして大別されるいわぱ上部構造との接点の ，‘‘どのようたものが
’’

か

つ‘‘どのようにしで’「経済的 メカニ ズム」とかかわるのか，さらに，そのな

かの（２）と（３）と（４）一「組織的＝経済的関係」と口乎ぼれる第二のエレメントのそれ

ぞれはどのような内的相互関係にたつのか，それらと生産関係のシステムとは

どのような相互関係をもつのか，といった問題の理論的解明である 。

　アバノレキソの体系に対して，もっとも早くからもっとも鋭い批判を投げかげ

ていたチ ェノレコベッソの主張も，このような残された課題のありかをよく教え
　　　　　　　　　６）
てくれるものであ った。すでに３章でもふれておいたとおり ，チ ェノレコベッツ

は， アバノレキソの「組織的関係」という用語はあまりにも広すぎて，生産力の

組織的関係，生産関係の組織的関係，計画や管理の組織的関係などのすべてが

そのなかにふくまれてしまう ，という 。「生産関係 ａ）」と「生産関係ｂ）」は ，

むしろプレハーノフがしたように「技術的＝生産的関係」と「杜会的＝生産的

関係」と名づけたほうがよい。そして，「生産力」にたいしても，またｒ技術

的＝生産的関係」と「杜会的＝生産的関係」にたいしても，異なった論理的次

元でそれらの
‘‘

上層”としての管理的関係が存在しうる。そのうえで，１）ｒ経

済的メカニスム」と生産関係との相互関係にかんして　　ｒ経済的メカニス

ム」の構成と構造のなかには，広義の生産関係，すなわち「技術的＝生産的関

　　　　　　　　　　　　　　　　（６４５）
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係」も「杜会的＝生産的関係」もはいるが，それはそれらの運動の外的捗態の

側面から，経済的実践におげる現象移態の側面からはいるのである。それら

の彬態は，経済運営の主体としての杜会とその諸環の意識的活動の過程で発生

する管理的関係をうみだす，とする。このようたチ ェノレコベッッの整理は，さ

きの『経済科学』誌編集部総括論文でも述べられていたことく ，ほぼ　般的な

是認をうげているもののように思われる。また，２）「経済的メカニ ズム」と生

産力との相互関係にかんして　　アハノレキソのいう生産力の杜会的組織の諸移

態（協業，分業，生産の専門化）は，「経済的メカニ ズム」の作用の対象としてあ

らわれるのであ って，それ自身をその構成部分とすることはできない，とする 。

さらに，３）「経済的メカニスム」と上部構造との相互関係にかんして　　「経

済的メカニズム」のなかには，経済法則の作用の認識と現実の経済状況の研究 ，

資源と欲求の算定，経済政策の領域での決定の採択，決定と採択された方法の

法的定式化，などの上部構造的アスペクトもふくまれる ，とするのである。な

お， アバノレキソに対する批判には，もうひとつ，計画化の機能と経済的指導の

機能とが
‘‘

分断
’’

されているという論点があ った。それは，かたちをかえて ，

「広義の経済的 メカニ ズム」（計画化をふくむ）と　「狭義の経済的 メカニ ズム」

（計画の実現にむげられる彩態と方法，すなわち，管理の組織形態，経済的てこと刺激の

システム，勤労者のイニシァチヴの発展の移態と方法，など）の
‘‘

区分”のなかにも

あらわれている。この批判は，アバノレキソの第二のエレメソトに大別されるも

ののなかでの内的相互関係をさらにたずねていこうとするものであった，とい

えよう 。

　１節で紹介した『経済科学』誌上での論争の主要な論点も，結局はこれらの

間題をめくるものであったといえる。このようななかから，「経済的メヵニス

ム」の構造論のいっそうの理論的根拠つげがもとめられていかなげれはならな

い方向として，次のようた３つのものをとりだしてくることができるように思

われるのである。第一には，生産力との相互関係の展開であり ，第二には，上

都構造との相互関係の展開であり ，第三には，それらとつながりをもちながら ，

固有の生産関係の実現移態，その構造と機能の展開である 。

　　　　　　　　　　　　　　　　　（６４６）
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〔３〕　「経済的メカニズム」の構造と管理関係（主体一客体）

　ところで，いまひとつ，以上のような諸論点と交錯したがら，すこし次元を

異にするきわめて重要な間題一主体と客体との相互関係の問題が，このなかで

とりあげられようとしていたことを見落すわけにはいかないであろう 。それは ，

「経済的メカニ ズム」と管理の相互関係いかんというかたちをとっ て論議され

たもののなかで，出てきたものであ った 。

　論争のたかでは，この相互関係について３つの違った見解がだされた。１つ

は， ｒ経済的 メヵニ ズム」は管理関係よりも広義であるとするもの（アバノレキ

ソら），２つは，ｒ経済的 メヵニ ズム」は管理関係よりも狭義であるとするもの

（グサロフら），３つは，「経済的 メヵニ ズム」を管理関係と同義であるとするも

の（シーゴフら）である。アバルキソ が， 管理関係を，「経済的 メカニ ズム」の

第二のエレメソトである組織的＝経済的関係のたかのひとつとして位置つけて

いることについては，すでにみておいた。グサ ロフを始めとする科学アヵデ

ミー径済研究所のグルーブは，ｒ経済的 メカニ ズム」を「国民径済の管理の用

具ｏｐｙ川ｅ」という意味で理解し，それは一連の管理過程　　イ）被管理対象 ，

口）管理主体，ハ）管理の目的，二）管理の方法，ホ）管理の用具　　のなか
　　　　　　　　　　　　　　　　　　７）
のひとつにすぎたいものである，とする。シーゴフのような「経済的 メヵニ ズ

ム」の用語をはぽ管理関係と等置して用いるしかたは，さきのブーニッ チやチ

ェノレコベッツらの例からもわかるように，一般にしぼしぼみうげるものであ

る。

　『経済科学』誌編集部総括論文が述べていたように，論争のなかでは，アバ

ノレキソらのような見解が多数をしめた。しかし，いまここで問題にしようとす

るのは，そのようた広義であるか狭義であるかの結論にかんしてではなく ，そ

のなかでとりあげられた管理の主体と客体の相互関係ということを軸とする理

論的体系化のこころみがもっ ていた意味についてである。問題をもっとも整理
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　８）
して提起していたシーゴフにそくして，検討しておくことにしよう 。彼は，ア

　　　　　　　　　　　　　　　　（６４７）
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バノレキソの「経済的 メヵニ ズム」の内容はあまりにも広義にすぎ，そのなかで

は生産の彩態と管理の彬態との区別，管理の対象と管理の主体との区別がつげ

られていない，ということを鋭く批判する。たしかに，アバノレキソの「経済的

メカニ ズム」におげる（１）杜会的生産の組織形態および（３）経済的連関の諸捗態は

管理の対象をなすものであ って，その他の（２）固有の管理関係と呼はれるものや

（４）そのさいの経済的なてこと刺激などとは次元を異にするものをもっ ているの

である。シーゴフは，ｒ経済的 メカニ ズム」とは，管理機能の実現，管理の方

法， 管理機関の構造，管理要員，情報的基礎，管理技術を含むところの経済管

理のシステム全体に他ならない，という 。そして，管理のシステムは，たんに

それを構成する物質的エレメソトの総体であるだげでなく ，管理の主体と客体

の相互関係におげるそれらの機能化でもある。この相互関係＝管理過程のなか

で， 管理の機能と管理の方法が実現され，ここに「経済的 メヵニ ズム」があら

われる。そのうえで，管理のシステムをかたちづくる各エレメソトの内容と位

置づげを整理していこうとするのである 。

　すなわち，まず，「管理機能」について　　 これは全 ■ステムの基礎的エレ

メソトであり ，イ）被管理対象に対する働きかけの特別な方向としてあらわれ

るところの外的機能（ｒ計画化ｍａＨＨｐ０ＢａＨＨｅ」ｒ組織化 ｏｐｒａＨＨ３ａ叫個」ｒ規制Ｐｅｒｙ 一

朋ｐ０ＢａＨＨｅ」ｒ計算ｙＨｅＴ」ｒ点検 Ｋ０ＨＴｐｏ〃ｂ」）と，口）情報にかかわる特別の種類

の活動としてあらわれるところの内的機能（情報のｒ収集 ｃ６ｏｐ」ｒ伝達 ｎｅｐｅムａＨａ」

「蓄積Ｐａ３ＭＨ０ｘｅＨＨｅ」ｒ保管 ｘｐａＨｅＨＨｅ」ｒ検索 ｎａＨｃＫ」ｒ加工ｏ６ｐａ６０ＴＫａ」）にわげら

れる。この他に，両者の中問的位置を占めるものとして，客体について得られ

た情報にもとづく管理対象の「分析ａ亘ａ朋３」があげられる。また，特別な管理

の機能として，指導者によっ て遂行されるｒ指導 ｐｙＫＯＢＯ凪ＣＴＢ０」（これは直接の

被管理機関 ・労働者の作用の調整を想定し，特定の対象にかんしてのあらゆる管理の外

的機能の遂行，管理決定の採択とその遂行の点検，要員の選任 ・教育 ・配置，をふくむ）

が区別される。ところで，この管理過程において第一級の役割を果たすのが管

理決定なのである。「管理決定は，あれこれの異なった対象にむげられるあら

ゆる管理の外的機能のなかに存在する。と同時に，管理対象としてあらわれる

　　　　　　　　　　　　　　　　　（６４８）
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のは・またいろいろ異なった種類の情報活動でもある。したが って，管理決定
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　９）
は， 管理の内的機能の実現においても存在する」

。

　つついて，「管理の方法」について　　人々に働きかげるさいのその労働集

剛こおげる関係の種類ことに，経済的方法，政治的方法，組織的（行政的）方

法， 杜会的 ・心理的方法が区別される 。これは，人々の活動の動機つけにかん

する区分と多くのばあい一致する。イ）強制的動機づけ一組織的（行政的）方

法。 口）物質的利害によっ て条件づげられる動機づげ一径済的方法。ハ）杜会

的利割こよっ て条件づげられる動機づけ（精神的）一政治的方法と杜会的 ・心理

的方法（このなかで特別の意味をもつのは杜会主義的競争である）。 これらのうち ，

特別に複雑なのは経済的方法であ って，それは２つの基本的な種類にわかれる 。

ひとつは，計画的課題であり ，その特徴は，厳格な指名性，指令的性格（遂行

の義務），全人民的利害の優位性，現物指標の第一義的利用たどにある。もう

ひとつは，経済的てこ（経営計算制，利潤，価格，プ レミァ，等）であり ，その特

徴は，直接的指名性がないこと，集団的 ・個人的物質的利害の利用，商品 ・貨

幣関係と価値範晴の利用たとにある 。

　ｒ管理の組織的構造」について　　管理の目的と機能の実現を全体として保

障するところのいろいろ異なった管理の「機関 ＯＰｒａＨ」と「環 ３ＢｅＨＯ」の総体

である。管理の機関とは，あれこれの管理の独皿的細胞をさし，垂直的機関

（指導機関と従属機関とのあいだの関係）と機能的機関（直接に従属していたい下級機

関と上級機関とのあいだの機能の遂行にかんする関係）にわけられる。管理の環とは ，

例えぼ部門におげる管理の二環 システム（部門省一生産合同体），三環 システム

（部門省一工業合同一生産合同体）というような諸 レベノレ，および，管理機関の内

部区分をさす。管理の組織的構造は，なによりも管理の客体の構造によっ て規

定される，とともに，管理の主体，すなわち管理の一連のサブシステムそのも

のの発展によっ ても影響をうげる。管理決定の採択の過程におげるあれこれの

変化は，管理の組織的構造におげる改革の必要性をひきおこす 。

　「管理の技術」について　　管理において利用される労働手段の総体であ っ

て， 管理労働の機械化の手段としては組織的技術の手段と計算的技術の手段が

　　　　　　　　　　　　　　　　　（６４９）
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　　　　　　　　　カードル
あげられる。「管理要員」について　　管理装置はその構造にかんして多様で

あっ て， 人問を管理するところの指導的人員（ＰｙＫ０Ｂ０皿卿舳ｎｅｐｃ０Ｈａ〃，このな

かにも，垂直的な生産指導をおこなうものと機能的な指導をおこなうものがある），お

よぴ，物を管理するところの執行的人員（Ｈｃｎｏ咄ＨＴｅ肪ｃＫ励ｎｅｐｃ０Ｈａ刀，このたか

にも，スベシャリストと補助的な技術的執行者がある）にわげられる 。「情報的基礎」

　　管理の情報的サブシステムは，情報にかかわる活動をする人問，情報その

もの，情報にかかわる活動の観則，それに用いられる技術的手段の複雑な総体

からなる。さきにあげた管理の外的諸機能は，いずれも管理労働の対象と生産

物としての情報の利用と結びついている。物の管理に利用される技術的情報 ，

および人の管理に利用されるもののなかにも，経済の管理に利用される経済的

情報と杜会的過程の管理に利用される杜会的情報がある。また，情報の流れに

したが って，主体から客体へむかう正の情報と客体から主体へとむかう逆の晴

報とにわげられ，前者はさらにその性格によっ て指令的〃ＰｅＫＴＨＢＨａＨ 情報と

指示的（説明的） １佃ｃＴＰｙＫＴＨＢＨ朋（Ｐａ３珊ｃＨＨＴｅ肚Ｈａ兄）情報と参考的 ・ノルマチー

フ的（ｃｎｐａＢ０咄ｏ－Ｈ０ｐＭａＴＨＢＨａＨ）情報の種類がある
。

　さて，シーゴフらの以上のような展開を参考にして，わたくしは「経済的メ

カニ ズム」をめぐるいっそうの理論的体系化のためのある視角をとりだしてい

くことができるのではないかと考えるのである。それは，主体と客体の相互関

係を軸とする管理過程のなかに，「経済的メヵニ ズム」のそれぞれのモメソト

を位置づげなおしていくことである（第１図参照）。 その第Ｉのグループには ・

管理の客体とかかわるものがまとめられるであろう 。アバノレキソのいう（１）杜会

的生産の組織形態や（３）経済的連関の諾彬態などであるが，生産力一生産関係

ａ）つまり「技術的＝生産的関係」一生産関係ｂ）つまり「杜会的＝生産的関

係」との相互関係という点ではチ ェノレコベッッのようにそれらすべてにたいし

て異たった論理次元で
‘‘

上層
’’

として管理関係がかかわる，としたほうがよいよ

うに思われる。最後のまとめの節でさらに詳しい内容づげをあたえるが，再生

産過程での欲求 ・消費と労働 ・生産との相互関係，生産の杜会化と消費（生活）

の杜会化，それらをめくる経済の杜会的連関の彬態なとである。その基底には ，

　　　　　　　　　　　　　　　　　（６５０）
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　　　　　　　　第１図　「経済的 メカニ ズム」の構造（試論）

　　　　　　　　　その１ ．生産力 ・生産関係一管理関係

　　　　　　　　　　　　　〈管理関係〉　　　！ 一、

激ギポで、ｌｌ１篤ラ

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　’
ｃ万働丁◎淋℃生産一◎消宝ヅ…一・■・■　　１
　　◎制御　　　　Ｉ　　　　　　ｌ　　　　　

「方法 ・用具」１　個人　「労働 ・消費規制・
　　　　　　　　　　　　　＼乃）　　　　　　１

　　　　　　　　　　　　　　　　　　ｗ「管理労働 ・管理要員 」

４章で展開しておいた「経済的欲求 ・経済的利害」の内容がよこたわる。この

客体的対象そのものを「経済的 メカニ ズム」のなかにふくめることについては

すでにみたように見解がわかれるのであるが，わたくしは生産力の発展が「経

済的 メカニ ズム」の変化につながっていく動態を解明するためにはこのような

接点にあたるところの分析が不可欠であるという理由で（２章参照），とりあえ

ずはひとつのグノレーブをなすものとしておいておきたいと考えるのである。第

１のグノレープは，客体と主体のあいだでの固有の管理関係といわれるものであ

る。 まずなによりも，「管理の機能」にかかわるもので，　般的にはｒ計画化」

「組織化」「規制」「計算」「点検」などの諸機能である 。そのさい，うえの第Ｉグ

ノレープとのつながりで規定されてくる機能の内容づげ，すなわち，生産や消費

や杜会的諸問題のあいだの連関をつげる機能がとのように発展させられている

かが重要となる。これらには，情報活動が連関する。つぎには，「管理の方法

と用具」にかかわるもので，方法と動機づげ，経済的な刺激とてこ，経済的用

具（価格，利潤，賃金，金融，信用，租税など）がふくまれる。そして，このたか

で要の位置を占めるのが，ｒ管理の決定」，そこでの権限にかかわるものなので

ある。この問題か，おそらくは，：■一コフらによる展開がふくんでいたもっと

も大きな意義あるものであったように思われる。それは，一方では，その基底

によこたわる「経済的欲求 ・経済的利害」の内容におげる意識的た制御の実現 ，

　　　　　　　　　　　　　　　　　（６５１）
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自由の実現，およぴ主体と客体の相互関係とつたがるものであり ，他方では ，

つづいてみるようにｒ経済的 メカニ ズム」と上部構造，経済的過程と政治的過

程を連結するもっとも重要な媒介環となるものであるからである。第皿のグ ノレ

ープは，「管理の組織的構造」であり ，基本的たのは国民経済のレベノレー企業

（生産合同体）のレベルー個人のレベノレの相互関係である。それは，管理の構造

と管理の主体の構造の双方から規定をうげ，そのなかでうえのｒ管理の機能」 ，

「管理の方法と用具」，そしてｒ管理の決定」が具体化されていく 。国家との相

互関係という視点でみたぱあい，「経済的メカニ ズム」は，それぞれのレベノレ

でのもっとも中心的な機能のかたちをとっ て， 杜会全体あるいは国家の次元に

おげる「普遍的利害」の実現にかかわる「計画化」機能，集団（階級，階層，あ

るいは企業，地域）の次元におけるｒ特殊的利害」の実現にかかわる「経済的指

導」機能，個人の次元におげる「個別的利害」の実現にかかわるｒ労働と消費

に対する観制」機能として具体的にあらわれてくるのである 。第１Ｖのグノレープ

は， 「管理労働 ・管理要員」であり ，そのなかには以上のすべての内容が反映

されている。それは，つづいてみる上部構造の「専門的管理者集団」のモメソ

トにつたがっていくものである 。

　シーゴフらのようたこころみにもかかわらず，ソ連におげる「経済的 メカニ

ズム」の構造論の展開の特徴は，全体としてはさきのアバルキソやブーニッ チ

や『経済科学』誌編集部総括論文からもうかがえるように，第１図のガ）の点

線のサイクル，つまり「管理の機能」「管理の方法と用具」一「客体的対象」一

「管理の組織的構造」にそったものが基軸にたっているといえるようである 。

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　ホズラスチヨート
実践的にも，１９６０年代半ぼからの「経済改革」による企業の「経営計算制」の

みたおしの柱から始まり一１９７０年代にはいってのｒ国民経済計画化」の柱の強

調一ｒ生産合同体」を環とする「管理の組織的構造」の柱の整備一１９７０年代末

から１９８０年代にかけての「労働集団法」などによる「生産管理への勤労者の参

加」の柱へと巡るサイクノレ が， 「生産の質的 ・内包的な発展」というｒ客体的

対象」の課題をべ一スにして，展開されつつあるのである。当面は，このサイ

クルにおげる各モメソトの改善をできるだけはかり ，しかもそれを全体として

　　　　　　　　　　　　　　　　（６５２）
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のシステムのなかに位置づげることによっ て， 課題に適応した機能の改善をは

かっ て経済的パーフォーマソスをひきだしていこうとこころみられているかに

みえる。そして，そのサイクルの波動がおよんでいくかぎりで「管理の決定」

にかんしても各モメソトにおげる一定の変化ヵミひきおこされてはいくが，その

決定の権限にかんする問題（第１図のぴ）の点線のサィクル）がまだ全体の基本的

な軸にすわっているわけではない。このことは，あとで検討を加えるポーラソ

ドの「経済機能システム」論とは逆のいちじるしい対照をなしているように思

えるのである 。

　もっとも，ンーコフらが依拠する「管理論」　般においては，すでに１９６０年

代半ば以来の新しい展開のなかで，管理主体の決定の問題が当然ソ連でもとり

あげられてくるようにた っている。たとえば，システムとしての杜会の管理 ，

そのなかでの人間と情報の間題にかんしてもっとも体系的た一連の労作を発表

している杜会学者アファナーシ ヱフは，管理のサイクノレからでてくる管理の基

本的機能を，「管理決定の準備と採択 ＢｂｌＰａ６０ＴＫａ　Ｈ　ｎＰＨ醐ＴＨｅ　ｙｎＰａ朋ｅ肥ｅｃＫｏｒｏ

ＰｅｍｅＨ冊」一「組織化 ０ＰＦａｍ３ａ叩個」一「規制 ＰｅＦｙｍＰＯＢａ珊ｅ，修正 ＫＯＰＰｅＦＨＰｏ －

Ｂａ醐ｅ」一「計算と点検ｙＨｅＴ　Ｈ　Ｋ０肌ＰＯ汀ｂ」にわけ，あわせてこれらすへての

段階に存在するｒ情報機能」（管理の主体も管理の客体も清報労働に従事する）をあ

げ， このような機能の実現，管理の主体の作用の実現が「管理労働」であると
　１０）

する。また，管理理論の体系化をはかろうとした経済学者ポポフは，管理のサ

イクルを，ｒ準備的管理 ｎＰｅ八ＢａＰｍｅ肪ＨＯｅ　ｙｎＰａ朋ｅＨＨｅ（管理の目的の作成，みと

おし，計画化）」一「実行的管理 ＯｎｅＰａＴＨＢＨＯｅ　ｙｎＰａＢ刀ｅ珊ｅ（組織化，処理，指揮 ・

　　　　　　　　　　　　　　１１）
動機づげ）」一「点検」にわけたが，これに対してアファナーシ ェフは，決定と

いう用語が使われていたいげれども準備的管理の機能は決定の準備と採択の機

能と同義であり ，実行的管理の機能は組織化と規制の機能を統合しており ，点

検の機能は計算と点検の機能と一致しているので，ふたりの立場は近似してい
　　　　　　　　　　　　１２）
るとコメソトを加えている 。

　この他にも，ｒ改革派」と称されるフェドレソコ を長とする科学アヵデミー

経済数学研究所の諸論者の「最適機能 システム論」においても，国民経済の機

　　　　　　　　　　　　　　　　　（６５３）
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能の三階梯表式（企業のレベルー部門のレベルー国民経済のレベル）にそくして ，

イ）まず下級の環から出発し，口）現物指標での支出係数と部門内 ・部門問制

限によっ て，ハ）国民経済での最適課題の解決と価格の決定がおこなわれ ，

二）これにもとつく逆の部門から企業への価格の非集中的修正と自主的決定が

なされていくというような主体の決定権限のあり方に重点をおいたモデ ノレがと
　　　　　　ユ３）
なえられていた。しかし，それはもともと「最適価格」の問題にしぼった提起

が出発をなしており ，１９７０年代にはいってさらにひろく全体としての「総合的

計画化システム」を論じたものになるとその特徴があまり前面にでたくな って
　　　　　　　　　　　　　　　１４）
きたようにさえ思われるのである。もうひとつの「改革派」と称されるシベリ

ア学派の指導者アガソベギ ャソも，杜会主義的企業の管理をとりあつかった著

書ではあるが，その次のようた管理論の体系的展開をうかがわせるもののたか

に， 管理労働と管理決定の章を位置づげている。第１部，経済的管理の課題 ，

第２部，管理の方法的基礎，第３部，管理システムの改善（１０章，民主集中制 ，

１１章，計画化，１２章，管理の基礎的対象としての生産組織，１３章，管理の組織的構造 ，

１４章，経済的てこ一経営計算制と物質的刺激，１５章，技術発展と生産物の質の管理，１６

章， 勤労者の管理参加），第４部，管理の組織と技術（１７章，管理要員，１８章，管理

労働の組織，１９章，管理決定一準備，実現，点検，２０章，経済活動の分析，２１章，自動
　　　　　　ユ５）
的管理システム）。

　このようた個々のこころみはあるものの，「経済的 メカニ ズム」の構造論と

してのソ連におげる展開の全体的な特徴ということになれば，現在までのとこ

ろ， 「管理の決定」，その権限にかんする問題が基本的な軸にすえられたものと

はなっていない，とすることができるであろう 。

〔４〕　「経済的メカニスム」と上部構造

　「経済的メカニスム」と生産関係の構造や機能との相互関係にかんしては ，

以上のような管理における主体と客体の相互関係を軸とした位置づげによっ て，

理論的体系化が一歩ふかめうるように思えるのである。　「経済的メカニ ズム」

　　　　　　　　　　　　　　　　　（６５４）
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と生産力との相互関係にかんしては，すでに２章などでその媒介環にあたると

ころを検討しておいたので，ここでは，ｒ経済的 メカニ ズム」と上部構造との

相互関係にかんして，いますこし整理をすすめておくことにしよう 。

　ところで，「経済的 メカニ ズム」論は，経済についてその全体としてのシス

テムの構造と機能を展開していこうとしたものであ ったが，これと同じような

こころみが政治についても１９６０年代後半いらい平行しておこなわれつつあ った 。

これが「政治的システムｎＯ珊丁肥ｅＣＫ朋ＣＨＣＴｅＭａ」論と呼ぱれるものである
。

周知のように，この概念は，その後，１９７７年憲法のなかにもその冒頭の一章と

してとりいれられるようになったものである。イリソスキーとチ ェノレノゴロフ

キソは，これを論じた指導的な論文のひとつと目されるもののなかで，「杜会

主義の政治的 システムとは，政治権力の組織と機能，杜会主義杜会の政治的な

指導と管理の，相互連関的な相互作用的な手段の複雑な集合体である」，また ，

「それは，その媒介によっ て， 勤労老の意志と利害が表現され，杜会的発展の

目的が規定され，その達成のための資源が動員され，杜会とその個々のサブシ

ステムの発展に対する合目的的作用が保証されるところの，全体的メヵニ ズム

をかたちづくる」として，その理論によっ て， ｒその構造的性格づけと機能的

性格づげを志向し，杜会発展におげるその動態，積極的役割を解明することを
　　　　　ユ６）
可能にさせる」，と書いている。そして，その概念規定につづいて，同じよう

た構造論が展開されていくのであるが，そのなかでは，１）杜会の政治的組織

（党，国家，杜会団体，勤労老の集団），２）杜会的＝政治的観範（党的指示，杜会主

義法，杜会団体の挽範，習慣 ・道徳 ・倫理），３）政治的領域での コミュニケーショ

ソ（世論，大量的情報 ・宣伝手段，なと），４）政治的イテオ ロギー が区別されて

いる。ちたみに，もうひとつのシヤフナザーロフの指導的な論文では，「政治

的ノステム」の発展傾向について，杜会主義的民主主義のいっそうの発展とい

うことを軸におきながら，権力の代表制機関の役割の向上，杜会団体の可能性

の拡大と積極性の増大，労働集団なとの生産民主主義の発展，情報の拡大，適
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　ユ７）
法性と人民的統制の強化，などがあげられている 。

　もとより ，専門を異にする「政治的システム」の理論と実際をめく・る詳細な

　　　　　　　　　　　　　　　　　（６５５）
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内容の検討はなすべくもないが，「経済的 メヵニ ズム」と上部構造の接点をも

とめようとするものにとっ ては，ますます今後その動向に無関心ではおれたく

たるであろう 。いまは，その大きな流れを知るために政治学者による若干の紹

介と検討を利用させていただくだげにとどめたい 。
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　１８）
　そのひとつは，イギリスの ロナノレド ・ヒノレの著書ｒソ連の政治改革』である 。

これは，ソ連の膨大な文献を収集し分析するという地道た研究方法をとおして ，

政治システムの改革をめざすソ連の政治学者の提言，および政治指導部による

それらの一定の受容，政策移成への部分的な反映の過程を系統的に追跡しよう

としたものであ った。　　はじめに，１９５０年代の後期に端を発し，６０年代と７０

年代にひろがりをみせた改革主義的な経済学と政治学が同時発生的，相互刺激

的なかかわりをもっ て， システム全体の機能不全を容認するようにしむけてい

った事情が述べられる。経済や杜会の環境（土台）におげる構造変化が，政治

ンステム（上部構造の一部）に新たな課題の解決を不可能にさせ，ここから政治

改革の必要性が提起されてくるようになる。つづいて，ソ連の政治学者の間題

関心の推移にしたがって，６０年代のシステムの制度の面（選挙制度，代議員とそ

の任務，地方ソヴェト改革）を主としたものから，７０年代へかげてのシステムの

機能の面（利害 ・情報 ・世論，党の役割と党内民主主義）を主としたものへと，順

次各テーマごとに検討がなされていく 。選挙制度について。選挙による選択の

さいの侯補者の数の間題，投票方式およひそれに関連した投票の秘密の間題 ，

侯補者選出におげる人民参加の問題，などである。代議員とその任務について 。

代議員の杜会的構成の問題，代議員と選挙区とのつながりの間題，代議員の任

務遂行（時問の要因，会期への出席，その他，ｒ相談所」の利用頻度，ｒ委任」の遂行

度， たど）の間題，である。これらは，代表制機関の役割の向上という課題に

そうものであろうが，そこには，一方でのいっそうの民主的参加という側面と

他方での代表制機関の能率の向上，経済や杜会についての専門的力量の向上と

いう側面との相互関係の問題がからまっ ている。地方ソウエト改革について 。

各級ソヴエトが他からの介入なしに決定しうる権限領域を厳格にすべきである

という問題，会期の任務の間題，ソウェトとその執行機関との相互関係の間題 ，

　　　　　　　　　　　　　　　　　（６５６）
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たどである。そこには，ソヴエトよりもその行政機関，執行委員会とその部局

が実質上優位にたっているという問題，および，その執行委員会と部局がそれ

ぞれ上級ソヴニトの執行委員会と部局，あるいは部門の省や部局にも従属する

といういわゆる「二元的従属」の問題があり ，これらが生活の杜会化 ・都市化

が地域の場に提起する新たた機能や権限の内容に照応しえなくな っている ，と

いう事晴がよこたわっているようである。利害 ・情報 ・世論について。杜会に

は広い範囲にわたって一連の個人的利害および集団的利害が存在するというこ

とが認められるようになった。杜会全体の利害を代表する国家は，このようた

諸利害を法 メカニ ズムを通して発見し，法のうえで承認し実現しなけれぼなら
　ユ９）

ない。その後分析の中身は，重点を利害と政治システムとの関係，および利害

が政策彩成と立法の過程でどのように考慮されうるか，ということに移ってき

た。 政治システムによる利害の調整は，その「民主化」運動と結びつく 。そし

て， 調整をおこなう手段として，委任，レフニレングム（国民投票），直接の コ

ミュニケーショソ（杜会団体をつうじての市民と政治機構との問の問接的接触，手紙 ・

提言提案のかたちでの直接的接触），世論がとりあげられていく 。このなかで
も， たとえぼ委任と経済計画（中央集権的な）の相互関係というかたちで，計画

にのせるために適当な段階で委任を提出する必要，委任を履行するために資金

を割り当てる必要の問題が指摘されている。党の役割と党内民主主義について 。

１９７７年憲法で「国家機構」のかわりに「政治システム」という用語がもちいら

れるようになり ，党にそのなかでの固有の地位があたえられるようにな った 。

６０年代の半ばころから，党の役割およびその機能の彩態と方式が正当な研究対

象として認められるようにな った。党による国家のｒ代行」の問題にかかわ っ

て， 両者のあいだの制度，機能，役割の区分が論じられるようにな った。また ，

党内民主主義についても，党員選抜や人事政策における，一方でのプ ロレタリ

ア的要素，党派性と他方での複雑な現代杜会の運営をにないうる専門的な知識

と力量との相互関係の間題，党情報における，上向伝達と下向伝達の適確に組

織された情報システムの必要性の間題，党機構におげる，工場や企業や生産合

同体のレベルでの変化に照応した機構改組，都市や地区のレベノレでの変化に照

　　　　　　　　　　　　　　　　（６５７）
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応した機構改組の可能性の問題があげられる。しかし，これらの党をめぐる論

議は，全体としては，「その大半には厳しい批判的分析と急進的な改革提案が

欠げている。そこには，党の政策決定権の問題性をにおわすものすら存在しな

い。 つまり一切は，党がその役割をより有効に遂行し，政策の実行をより効果

的に監督するのを助げることに向げられているのである。その目的は，現行 シ
　　　　　　　　　　　　　　　２０）
ステムの作動を改善することにある」，と特徴づげられている。以上の６つの

テーマの他にも，権限の集中排除という重大た問題，自ら決定をおこたい上級

機関に提案をおこなう下級機関の権利の問題，計画機関の改革の必要の問題 ，

などがあるとされる。そして，「これらの論議を追って行げぱ，特殊た制度分

析と現行制度の特定局面の改変提案に始まり ，いまやシステムの性格全体に関

わるもっと広範な諸間題へと進みつつある議論の明白た発展の跡を見てとるこ
　　　　２１）
とができる」。さいごに，ヒノレがあたえるソ連におげる政治 システム論と政治

改革の動向の性格づげは，ｒソヴニトのシステムは，徐々に，目立たたい彩で ，

しかもより長期的に見ればそれと分かるように，政権に発展を一定の限度内に

抑えさせ，発展を制御し切れなくなるのを防止させるようた仕方とぺ一スで変

容しつつある。とりわげ，そのことは，改革がシステムを支える三本ｒ柱』 ，

即ち党の『指導的役割』，討論を制限し規律を確保する手段としての民主集中

制， 及び検閲，という柱を倒さないような諸方策に限定されていることを意味
　２２）

する」。その「進化的変革」がめさすものは，スターリソ時代の過度に中央集

権化されたシステムとは全く異なり ，また，西側のいわゆる複数主義的モデ ノレ

とも全く別のもので，「有能で物分かりのよい指導部が単にイデオ ロギーの要

求のみならず，大衆の明確に表明された要求や利益，及ぴ専門家たちの思慮に

富んだ意見をも考慮に入れているようた政治システム」であり ，「このシステ

ムは，政治的能力のレヴ ヱノレを向上させ，利用される情報の範囲を次第に拡げ ，

参加の制度的形態を徐々に修正することによっ て， 政治文化を発達させようと
　　　２３）
している」 。

　もうひとつは，杜会主義国家論をめぐるソ連での円卓会議の紹介と検討であ
２４）

る。 わたくしなりにそこでの重要な論点をとりだしてくるとすれば，まず，さ

　　　　　　　　　　　　　　　　　（６５８）
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まざまな利害，労働者と農民だげでなく杜会的諸階層および杜会的諸集団の利

害， 管理する者の利害と管理される者の利害，管理部と労働集団と個々の労働

老の利害の違いの容認であり ，それらを表出するメヵニ ズムの必要性である 。

これらの利害の充足の度合いは，勤労老自身の意志によっ て， 彼らの決定によ

って測られなげれぼたらない。つぎに，杜会と国家との相互関係の発展の道筋

にかんして，杜会の自然成長的な発展から制御された発展への移行にともた っ

て，一方では，国家のｒ新しい」機能（たとえぱ物質的福祉を向上させ杜会的サー

ビスを提供するという機能の補充たど）が増大し，国家的管理の領域が拡大し役割

が高くなる，とともに他方では，自動制御 メヵニ ズム（たかんずく ，物質的利害
　　　ホズラスチョート
関心，経営計算制，企業問の直接的な契約的連関，需要 ・供給メカニ ズムなどの経済的

方法にょる）との正しい結合がますます重要となる。そこには，「国家諸機関の

体系」から「市民の組織」への国家観の転換という ，国家の杜会への再吸収と

いう課題からみてはたはだ興味ある論点が示されている。そのなかでは，杜会

生活のいかなる分野でどれほどの範囲で勤労者たちの意思と決定が支配してい

るかが重要で，選挙，委任，報告義務，世論の考慮なとの「逆連関」の強化 ，

直接民主制，人民の自主管理ということが強調されていく 。さらに，国家権力

の組織形態，諸制度，それらのあいだでの相互作用のメカニ ズムと手続きの重

視である。このなかで，さきにふれたソヴエトの役割の向上，執行 ・処分機関 ，

行政装置全体の活動に対するその統制の強化，あるいは，党機関と国家機関と

の相互作用にかんする原則的基準がとりあげられていく 。「政治的 レジーム」

というより動態的なカテゴリー 国家の分析への「政治 システム的」たアプ ロ

ーチの必要性が強調され，「法治国家」「権力分立」「市民権」などの概念や制

度の再検討が主張される。さいごに，杜会主義国家の経済的役割，経済に対す

る国家の働きかげの方法の発展にかんする諸問題にあらためてとりくむことの

必要が述べられる。杜会主義の経済システムが集団的利害と個人的利害にもと

づく経済的刺激を必要としているのと同様に，政治システムはそれぞれの利害

にもとづく管理への参加という政治的刺激を不可欠のものとする。政治システ

ム， 国家はいかにして新しい「経済的 メカニ ズム」の導入を促進すべきか，経

　　　　　　　　　　　　　　　　（６５９）
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済の発展は「政治的システム」におけるいかなる制度的変更を必要としている

のか，を解明しなげれぱならない，とされるのである 。

　さて，以上が「政治的システム」論の最近の動向であるが，さきにみた「経

済的メヵニ ズム」論のばあいとある対応をなす全体的特徴がそこにみいだせる

ようである。すたわち，それが決定の権限の基本的枠組み（核としての，党と国

家の相互関係，代表制機関と執行機関の相互関係の基本）にふみこんだものとはまだ

なっ ていないこと，そのなかでの各モメソトおよびそれらの相互関係の作動の

効率化，機能の改善がはかられようとしていること，それがひきおこすかぎり

ではそれぞれの役割と権限にも一定の変化はうみだされていかざるをえないこ

と， などである 。ｒ経済的 メカニ ズム」論においても，「管理の機能」「管理の方

法と用具」一「客体的対象」一「管理の組織的構造」というサイクノレが基軸にす

わり ，　「管理の決定」の権限の問題はまだひかえめな位置しかしめていたか っ

たのである。決定の機能と権限の内容的変化を媒介環とした「経済的 メカニ ズ

ム」と「政治的システム」との本格的な連動関係がまだつくりだされていたい状
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　２５）
況は，このようなところからもきているのであろうか。しかしながら，それは

それで，そのことは，機能と制度との問で，経済と政治との間で，一方で「進

化的変化」が一定の解決をあたえていくという側面と他方で基本的枠組みとの

ギヤ ップを深くしていくという側面との相互関係の問題をうみだしていくもの

となろう 。９章ではこのような内容にもうすこしたちいった検討を加えること

にするが，ここでは以上のようた大枠をおさえたうえで，「経済的 メカニ ズム」

の構造論に必要なかぎりで，上部構造との接点を整理しておくことにしたい 。

　出発的な素材とするのは，３章で紹介した「国家＝上部構造」説のザガイノ

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　２６）
フによる杜会主義国家と経済法則の相互関係の展開である。その論理は，まず ，

経済と政治の連結環としての国家のｒ経済政策」からはじめられていた。その

なかには，一方では，階級的相互関係の基礎にはその杜会の階級と杜会的集団

の削こよりも経済的利害がよこたわり ，それが政治のなかに集中的に究極的に

反映されていくという側面と，他方では，政治が相対的な独自性をもち，経済

に対して積極的に反作用していくという側面とが，統一してあらわれている ・

　　　　　　　　　　　　　　　　　（６６０）
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経済政策は，杜会の客観的な経済的利害の自覚された定式化された集中的表現

であり ，経済法則の要求の意識的な政治的屈折である。それには，支配階級の

物質的利害とその他の階級 ・階層の利害に対するその関係が集中的に表現され

ていく 。つぎに，客観的経済法則が国家活動において反映されていくプ ロセス

が， 経済法則の ：ノステムとその作用の客観的 メカニスムの問題次元から，経済

法則の意識的利用の間題次元へ， 後者はさらに，経済過程の内部におげる経済

法則の利用，経済関係のあらゆる主体の意識的な行動という過程（客観的な経

済過程の主体的な側面）と，上部構造の諾エレメソト（党，国家，その法規範のシ

ステム）の経済に対する反作用において客観的経済法則の諸要求が反映されて

いく過程とにわげて，たどられていく 。なお，杜会主義国家の経済的機能は ，

１）生産的集団のあいだおよびそれらの内部における関係としてあらわれる物

質的財貨の生産にかんする関係にかかわる経済的 ・組織者的機能，２）一方で

の個々の市民と他方での生産的集団あるいは杜会全体との関係としてあらわさ

れる労働の組織と労働に応じた分配にかんする関係にかかわる労働の尺度と消

費の尺度を規制する機能，にわげられる。そのうえで，杜会主義国家の活動に

おげる客観的経済法則の反映のメカニ ズムが，具体的に次のような諸エレメソ

トの統一として展開されていったのである。まず，ｒ経済政策」の作成，ついで

その実践化としての，ｒ国家の経済的機能の組織的移態，国民経済の指導と管

理の国家的機関のシステム」一「国家の経済的活動の法的移態」一「経済に対す

る国家的作用の方法」である。　ｒ国家の経済的機能の組織的形態，国民経済の

指導と管理の国家的機関のシステム」については，経済的領域における権力の

代表制機関 ｎＰｅハＣＴａＢＨＴｅ砧眺１ｅ　ＯＰｒａ肌１の権限，そして，狭義の国家的管理の執

行・ 管理機関 ＨＣｎ０朋ｍｅ砧Ｈ０－ＰａＣｎＯＰ貝〃Ｔｅ砧恥１ｅ　ＯＰｒａ醐の ：■ステムが考察さ

れる。後者は，その権限の特徴にかんして，国民経済管理の普遍的権限をもつ

機関（閣僚会議，諸 ソビェトの執行委員会，たどで，代表制機関に対応するもの）のサ

ブシステムと，経済の直接的な管理にたずさわる特殊的権限をもつ機関（さら

に２つの機関にわかれる。¢機能的 ・部門問的機関一計画化の基本問題の作成，資材 ・

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　ゴ　　ス　　プ　　ラ　　ソ
技術供給の組織化，労働資源や技術進歩の保障たどをおこなう ，国家計画委員会，国家

　　　　　　　　　　　　　　　　　（６６１）
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珪設委員会，労働 ・賃金問題国家委員会，資材 ・技術供給国家委員会など，また，地方

ソピユト執行委員会の計画委員会など。　実行的管理機関　　省，部局，地方ソヒエト執

行委員会の部局）のサブシステムにわげられる。国家的管理の機関のシステム

におげる企業の位置つげの間題にかんしては，企業の管理部は，一方では，杜

会主義的企業の不可分の構造部分であり ，その労働過程の不可分のエレメソト

であるという側面では，その労働集団や個々の成員の利害とかかわり ，生産関

係の主体としての質をもつが，他方では，国家的管理の不可分の環であるとい

う側面では，国家の利害とかかわり ，上部構造的関係のにない手の役割をもつ

ことが考察されていく 。「国家の経済的活動の法的形態」については，それは

うえの組織的形態，機関のシステムの機能化の過程であり ，構造がつくりだし

た現実的可能性を実際的保障に転化させるひとつのエレメソトである。法規範

の彬成の過程にかかわる法創造的移態，その執行の組織化にかかわる法執行的

形態，法観範の侵害からの保護にかかわる法保護的移態とにわげて，展開され

ていく 。「経済にたいする国家的作用の方法」については，国民経済の国家的

計画的指導の方法（その中心的環をなすものは計画化である），国民経済の国家的な

　　　　　　　　　　　　　ホズラスチ 目一ト　　　　　　　　　
・　 ●

指導 ・管理の経済的方法（経営計算制，価値的てこによる規制，物質的刺激，同一労

働に対する同一支払，など），勤労者の杜会的能動性を向上させる方法（ひとつは ，

杜会的生産の舎由こおげる能動性を向上させる方法，他は，去画的 ・圭産的能動性を向

上させ経済法則の直接的た利用におげるその参加を向上させる方法）がとりあげられ

る。

　さて，このような杜会主義国家と経済法則の相互関係の展開のしかた（経済

と政治の統一としてのｒ経済政策」からはじまり ，つづいて，「国家の経済的機能の組織

的彩態，国家的機関のシステム」一「国家の経済的活動の法的彩態」一機能論にあたる「経

済に対する国家的作用の方法」へとたどられる）は，さきにみたイリソスキーとチ

ェノレノゴロフキソによる「政治システム」の構造論の展開のしかた（「杜会の

政治的組織」一「杜会的＝政治的規範」　機能論にあたるｒ政治的領域での コミ

ュニケーショソ」）とある照応を示していて興味ぶかいものがある。おそらく ，

その個々の具体的な内容づげについてはさまざまな見解がありうるであろうが ，

　　　　　　　　　　　　　　　　　　（６６２）
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「経済的 メカニ ズム」と上部構造の相互関係の展開のしかたとしては，ほぼこ

のような筋道が　般的に是認されうるのではないかと思われるのである 。わた

くしが，出発的な素材としてザガイノフのようたこころみをもっ てきたゆえん

もここにある。それで，このような上部構造論のほうからの接近を，以上の諸

節で検討を加えてきた「経済的 メヵニ ズム」論のほうからの内容づけでもっ て

補いながら，両者を連結する媒介環にあたるところに一定の整理をあたえてお

きたいと考えるのである（第２図参照）。

　第１に，出発的な範騎として，経済と政治の統一としてのｒ経済政策」がお

かれることの意味である。あとの９章でさらに詳しくたどるように，そのよう

な「経済政策」をてがかりにしながら，杜会的再生産過程の非効率と不均衡が ，

経済的欲求 ・経済的利害および杜会的諸階級 ・諸階層 ・諸集団の要求や運動を

基底において，はじめに分析されていかなげれぱならたい。そして，それらが ，

一方での「経済的 メカニ ズム」と他方での「政治的システム」における以下の

ような機能と構造にむすびつけられて，その内容と意味があきらかにされ，杜

会主義的民主主義の発展の方帥こむけての政策転換と構造変革の諾条件がほり
　　　　　　　　　　　　　　　　２７）
さげられていくことになるのである 。

　第２に，つづく次元の「国家の経済的機能の組織的形態，国民経済の指導と

管理の国家的機関のシステム」についてであるが，その展開にさいしては国家

的管理の決定をめぐる機能と権限ということによっ て整理をし内容づけをあた

えなげればならたい，と考える。まず，管理の客体的対象との相互関係，それ

による被規定性である。再生産過程での欲求 ・消費と労働 ・生産との相互関係 ，

生産の杜会化と消費（生活）の杜会化，それらをめく・る経済の杜会的連関の形

態， そして，全杜会的規模での編成としての政治的諸関係にあってはたかんず

くいわゆる杜会的諸問題（非生産的部面の発展，生活水準の向上，教育問題や住宅問

題の解決など広義の人間の杜会的再生産にかかわるもの，あるいは，都市と農村との接

近， 精神的労働と肉体的労働，管理労働と被管理労働の差異の除去たど広義の人間的諸

集団の関係にかかわるもの）の成熟のていどである。これは，４章でｒ経済的欲

求・ 径済的利害」の内容としてすでに整理をしておいたものである。つぎに ，

　　　　　　　　　　　　　　　　　（６６３）



５２ 　　　　　立命館経済学（第３３巻 ・第５号）

　第２図　「経済的メカニズム」の構造（試論）

　　　　その２ ．上部構造とのつながり

　　　　　　　１．経　済　政　策

　　　　　　　　「経　済　政　策」

（経　済）（　　　連結環　　　）（政　治）

経済的利害 ・経済法則　　　　　　　　　杜会的諸階級 ・階層 ・集団一利害

ａ　経済法則，作用，客観的メ　　　　　　　全杜会的編成
　　カニズムの次元
ｂ． 経済法則，意識的利用の次元

　　　　Ｉ＿／主体，意識行動一客観的経済過程の主体的側面

　　　　　　＼　　　　　 上部構造をつうじて

　　　　　　　２．国家の経済的機能の組織的形態，国家的機関のシステム

　　　　　　　　　「決定 ・機能」（　　　　）「決定 ・権限」　　　「組織的構造」
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　執行 ・管理機関

． 集団

山１欝＼
杜会的利害　　杜会的諸階級 ・階層 ・集団　　　　　地域　　　　企業
　　　　　　　要求や運動

　　　　　　畷鶴〔「筆（灘１
３． 国家の経済的活動の法的形態

経済的ノ枠フー麟騒灘裂灘霧態
４． 経済にたいする国家的作用の方法

「組織的構造」

国民経済一「計画化」杜干的統合（窪萎議題　　杜奪蟻盤裏
きあわ

　　　　　　　　　基本 ・大枠　　間接的 レギ ュレーター（ノルマチーフ）　　…～）’　介

企業 ．地域＿ｒ経営計算制」↓自主性聯的指標 　　　　　１１魏
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　直接的連関一欲求 ・便　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　企業 企業　　　　　　　　　生産的連関　　　　　　　　（
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　用価値にもとづく　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　地域　地域　　　　　　　　　生産一消費的連関

個人一猫」筏驚な
１丁驚１１；１魏

　　　　　　　　　　　　　　　　　　労働利用一自由

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（６６４）
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それらに対する管理の機能の内容的展開である。生産の諸領域のあいだの連関 ，

生産と消費との連関，それらと杜会的諸問題との連関をつける諸機能が，一方

ではどれほど専門的に分化したものとして，かつ，他方ではどれほど杜会的に

統括しうるものとして，発展させられているか，それが企業問，産業間，およ

び地域間などの全杜会的な編成のなかでたしかめられなけれぼならない。その

うえで，そのような客観的な被規定性と機能的な内容づげをもっ た管理の決定

におげる権限のありかが間題となっていくのである。国家的管理の組織的移態 ，

機関のシステムは，このような内容のうらづげをもっ て展開されたものでなげ

れぽたらないであろう 。したが って，そのさい，狭義の国家的管理の執行 ・管

理機関にかんしては，イ）統括的な機能をはたす普遍的権限をもつ機関（ザガ

イノフ），スタ ッフ的機関（ブーニッ チ）の性格づげ，口）それぞれの機能の遂

行にかかわる機能的 ・部門問的機関（ザガィノフ），機能的 ・保障的機関（ブー

ニッ チ）の性格づげ，ハ）ライソの機能をはたす垂直的機関（シーゴフ），実行

的管理機関（ザガイノフ）の性格づげの区別が必要とたり ，そのなかでの管理の

諸機関と諸環におげる決定の権限が具体的に問われていくことになる。詳しく

はあとの諸章にゆずらざるをえたいカミ，例えぱ，ソ連におけるかっての中央集

権的な計画と管理システムの１まあい，閣僚会議から部門省（および膨大た部門内

部局）をつうじて企業にいたる垂直的 ・実行的な単一のノレートにそ って，上級

レベルでの決定機能と下級 レベノレでの実行機能とが直接的た指令的方法で結び

つけられる。中央計画機関をはじめ機能的諸機関は，もっ ぱら各部門省を中核

とする諸決定のあいだでの調整の機能にとどまらざるをえなくたる。企業のレ

ベノレでの統括的な機能とその決定の権限は認められず，そこでの各機能はそれ

ぞれ分断されて上級 レベノレでのそれに従属させられる。これに対して，近年の

分権的な計画と管理のシステムヘむかっての変化のぱあい，閣僚会議から中央

計画機関あるいは機能的諸機関をつうじて企業（あるいは生産合同体）にいたる

機能的なノレートがしだいに中心にすわるようになり ，企業のレベルでの統括的

なスタッフ的機能と間接的な方法で結びつけられる 。部門省の機能は，経常的

なものから技術進歩や投資などの長期的なものへと性格が変化していく 。それ

　　　　　　　　　　　　　　　　　（６６５）
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らは，ふつう ，一方での国民経済のレヘルにおげる，工業と農業，重工業と軽

工業など部門間構造の調和的な発展，生産と消費 ・欲求との連関，生産と科学

技術進歩，自然環境との連関，生産と杜会的諸間題との連関なとの杜会的連関

のいっそうのひろがりとふかまり ，杜会的　般生産手段や杜会的共同消費手段

の比重の増大，そしてこれらの杜会的再生産過程の杜会化の発展にもとつく基

本的な大枠のところにかんする統括的な機能と効率的な決定（もっとも消費や欲

求に適合したものをもっとも少ない労働や資源で生産するという意味で），他方での企

業や地域のレベノレにおける，生産単位のいっそうの専門化 ・個別化（ｒ製品別専

門化」一ｒ部品別専門化」一ｒ技術工程専門化」）にもとつくそれらのあいだでのより

高い協業化 ・統合化＝ｒ生産的連関」の発展，生産単位と流通や消費の諸機関と

のあいだでのより高い協業化 ・統合化＝「生産一消費的連関」の発展，生活や

杜会的諸問題をめくる地域でのあたらしい協同化の発展，そしてこれらの問で

の直接的契約，直接的連関を統括しうる機能と自主的な決定の権限，というこ

ととある相関関係にたつものであろう 。決定の権限にかんする間題は，このよ

うな客体的対象や機能の具体的な内容つげをはなれては，形式的な制度的モテ

ノレ論におちいってしまうのである。しかしながら，そのような基礎づけをあた

えたうえでは，上部構造と連結していく決定的な環となってくるのがこの決定

の権限にかかわるものである，と考えられる。このことを媒介にして，ひとつ

は， 以上のようた狭義の国家的管理の執行 ・管理機関，なかんずくその普遍的

権限をもつ機関と代表制機関（国家のレベルでの立法機関，企業のレベルでの労働

者評議会や生産協議会などと呼はれるもの，地域のレヘルでの地方ソヒェト）との相互

関係が，もうひとつは，管理労働 ・管理要員一専門的管理者集団の量と質，そ

の杜会的編成が，展開されうるであろう 。

　第３に，「国家の経済的活動の法的形態」の次元がつづく 。ここでは，法的

規範と経済的ノノレマチーフの相互関係が媒介する環をなしてくるように思え

る。

　第４に，「経済にたいする国家的作用の方法」の次元であるが，ザガイノフ

はこれについて，「国民経済の国家的計画的指導の方法」と「国民経済の国家

　　　　　　　　　　　　　　　　　（６６６）
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的な指導 ・管理の経済的方法」とｒ勤労者の杜会的能動性を向上させる方法」

をあげている。しかし，わたくしは，さきに「管理の組織的構造」のところで

整理をしておいたように，国民経済のレベノレー企業や地域のレベルー個人のレ

ベルの基本的な相互関係のうえで，ｒ管理の機能」とｒ管理の方法と用具」を

統一的に具体化していくというしかたによっ て， 国家の次元におげる「普遍的

利害」の実現にかかわる「計画化」機能，集団の次元におげる「特殊的利害」

の実現にかかわる「経済的指導」機能，個人の次元におげるｒ個別的利害」の

実現にかかわる「労働と消費に対する規制」機能にわげ，そのさいの国家的作

用の方法と用具を展開していったほうがよいのではないかと考える。そのうえ

で， 固有の上部構造的問題として，ザガイノフが最後にあげるモメソトにあた

るものを，それらに対する個人や集団の管理への参加という内容でつけ加える

必要があるであろう 。いうまでもたく ，参加のぼあいにも，何に対してどのよ

うにして，という内容づげが重要とな ってくる。同様に，詳しくはあとの諸章

にゆずらさるをえないが，近年の分権的な計画と管理のノステムヘむかっての

変化のはあい，国家の決定はますます基本的な大枠のところだげに限られてく

るようになり ，問接的な経済的用具で企業のある総括的た指標と結びつげられ

ていく方法が主になる。他方で，労働と消費の諸条件の向上と格差の解消を基

礎としながら，労働の選択と利用や労働能力の養成にもとづいた決定の自由の

増大，あるいは，個人の消費者選択の自由の増大，および，国民経済や企業 ・

地域におげる労働 ・生産諸条件と消費 ・生活諸条件の形成と利用のありかたの

決定に対する労働者や市民の主体的な参加の発展につながっていかなければな

らないであろう 。

　第５に，これらの一連の論理的たプ ロセスをへて，ようやく「政治的システ

ム」の構造と機能に到達することができるのではたいか，と考えるのである 。

そこでは，１つには，代表制機関と執行 ・管理機関の相互関係などの専門的管

理者集団の杜会的編成，２つには，杜会的諸階級 ・諸階層 ・諸集団のそれぞれ

の利害にもとづく要求や運動，３つには，それを普遍的利害にリソクしていく

政党や労働組合や杜会団体なとの位置と役割，が固有に展開されていかたげれ

　　　　　　　　　　　　　　　　（６６７）



５６　　　　　　　　　　　　　立命館経済学（第３３巻 ・第５号）

ぱならないであろう 。

〔５〕　ポーランドの「経済機能システム」論

　杜会主義経済の構造と機能の諸類型にかんするさまざま次理論的こころみの
　　　２８）

なかから，ここでポーラソトの「経済機能 ンステム」論の系譜だげをとりあげ

ようとするのは，それが杜会主義諸国のなかではもっとも古い歴史を有してい

るからというだげではなく ，その論理構造からみてソ連の「経済的 メカニ ズ

ム」論とはおそらく逆の対照をたすひとつの典型であると考えられるからであ

る。 また，ポーラソドのｒ経済機能システム」論の主導者の一人であるブノレス

が， その後それを「政治体制」論と接合させて展開しようとし，そのなかでは

「ソ連の型」とならぶ「ユーゴスラビァの型」および「ハソガリーの型」をと

りあげ，玩存杜会主義の主要な型をたらべて検討の娼上にのせようとしていた
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　２９）
からである。ただ，この節はそれらの詳細な理論史的検討を課題とするもので

はたく ，以下では，１９５０年代後半のポーラソド経済学者たちの論議のひとつの

結晶とみられるブノレスの「経済機能モデノレ」論，その後のブノレ刈こよるｒ経済

機能モテノレ」論と「政治体制」論との接合のこころみ，１９７０年代半はの新しい

関心の高まりを代表するとみられるグリニスキの「経済機能システム」論をと

りだして，ソ連のぱあいと対比させたその特徴をあたえておくだげにとどめた

い。

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　３０）
　周知のブノレスのｒ杜会主義経済の機能 モデノレ』（１９６１年）は，「杜会主義制度

におげるすべての経済決定を３つのグ ノレー カこ 分割できる」（邦訳書，１０５ぺ一

ソ， 以下同じ）ということが出発点で論理の中軸をなしている。すなわち，第１

は， 基本的なマクロ 経済的決定で，経済成長のテソポと主要た方向，国民所得

分配構造の原則的要素，基本的投資とその配分たどにかんする決定がふくまれ

る。 一第２は，個人の決定で，消費構造にかかわる決定または職業と就労場所の

選択にかかわる決定がふくまれる。第３は，企業および部門におげる経常的経

済決定で，生産の規模と構造，支出の観模と構造，販路と補給源，小競模投資 ，

　　　　　　　　　　　　　　　　（６６８）
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勤労者報酬移態の細目たどにかんする決定がふくまれる 。ふつう ，このうち ，

第１の決定は集権的になされ，また，第２の決定は分権的に市場を媒介として

実現され，そのことではどのようた杜会主義経済の機能モデルについても共通

である。したが って，ｒモデル論究の実質的領域は本質的にはこの第３のグ ノレ

ープに限定される」ことになり ，　「第３のグノレープの決定が集権化されている

か分権化されているかというだけでたがいに異な ってくることになる」（１０５べ

一ソ）。 集権化モテノレの基本的標識は，すへての経済決定（第２のクルーフを除

く）が中央 レベルに集中され，最終決定が計画遂行の組織化と統制とともに中

央機関に属するところにある。分権化モデル（市場 メヵニ ズムの適用をともなう計

画経済モデル）は，なによりも経済決定の多重 レベノレを特徴とし，中央 レベル

は， マクロ 経済的決定によっ て企業行動の枠組みをたす　般的諸条件をつくり

だし，企業がくだす決定のバラメーターの役をはたす市場の諸量（価格，賃金 ，

利子率，税制など）を適切に決定することをつうじて，優位性を保持するが，そ

の他の経常的なところは企業 レベルにゆだねられ，収益性の原則に依拠して自

主的に決定されていく 。ブルスの「経済機能モデノレ」論は，このように主体の

決定の権限ということが基軸におかれ，そしてそのいかんが経済の３つのレベ

ノレのあいだでの「経済機能の能率的メカニ ズム」（２０７べ一ジ）のありかたにど

う影響をあたえるか，つまり ，中央計画の杜会的合理性の枠内での「資源の最

適配分」（２０７ぺ一ジ）の公準，「杜会的労働の可処分資源配分の彩態」（２２１べ一

ジ）が問題とされていくのである 。この「主体の決定の権限」一「機能の形態」

一「機能の方法 ・用具」というつながりは，ソ連の「経済的 メカニ ズム」論に

おげる「巻床的対象」一ｒ管理の娃金
（らら去に重点をおいた）」一ｒ管理の方法 ・

用具」というサイクルとは逆のいちじるしい対照をたすものである，といえよ

う。

　ポーラソドにおげる「経済機能システム」論が，生産関係のいわぱ本質論の

次元とは相対的に独自性をもっ た機能論の次元の問題がありうることをはじめ

て体系的に展開し，それをなによりも主体の決定の権限に焦点をしぼることに

よっ てそれだけ鋭く杜会主義的民主主義の課題をうかぴあがらせることができ

　　　　　　　　　　　　　　　　　（６６９）
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た功績は，とりわげ強調されなけれぱならない点であろう。しかしたがら，そ

こには実体的内容のうらつげを欠いてくると彩式的な制度論におちいっていく

危険性もまたあったのである。そのモデ ノレ論の基礎には，中央のレベルー企業

のレベノレー個人のレベノレの３つの経済 レベノレがいたってスタティックに不変の

前提としておかれていた。すでに「管理の組織的構造」のところで検討を加え

ておいたように，このような経済的 レベノレからなる組織的構造の内容は管理の

客体と主体の双方からの統一としてあたえられてくるものであ って，一方では ，

生産と消費をめくる国民経済の杜会主義的再生産過程，企業の再生産過程，個

人の労働と欲求のそれぞれの次元のあいだでの相互観定的なヒェラノレヒー的関

係があり ，他方では，それらに対する固有の管理の機能の内容とそれに照応す

る管理の方法 ・用具があり ，このようたなかでそのいわぱ結節点として管理

の決定の権限の問題が位置つげられてくるのである。わたくしが，「経済的欲

求・ 経済的利害」論を基礎において，労働と欲求，そして主体の制御からなる

各モメソトを，生産関係の体系全体およぴ国家一企業　個人の相互関係にそく

してはじめに内容的に展開しておこうとこころみたのも，このゆえにほかなら

たい（４章５節参照）。 このような ヒェラノレヒー的構造，それぞれの内容におい

て相違する面，対立しあう面と共通する面，統一される面をもつ組織的構造の

展開は，また，その実体的内容の発展の方向をもあたえてくれるものであ った 。

わたくしが，生産の杜会化と消費（生活）の杜会化を基礎として，それが集団

や個人の分立性と自主性にどのようにつたがっていくかを展開したげれぱたら

ない，と述べていたところである（４章６節参照）。 客体的対象の発展は，それ

ぞれ相対的独自性をもちたがら，しかし管理の機能の内容と彬態，管理の方

法・ 用具を変化させるのである。ところが，「経済機能モデル」論では，３つ

の経済 レベルがスタテイツクな前提としておかれ，もっぱら「計画遂行の仕方

およぴ中央計画と企業計画の結合の形態」（２２５べ一ソ）が問題とされていくた

めに，「集権化モデ ノレ と分権化モデノレの中央計画には本質的な差はない」（２２４

べ一ジ）ということですまされてしまうことになる。同様に，個人のレベルに

ついてもその経済的刺激体系や参加の間題は，「杜会的側面」（２４９べ一ジ）とし

　　　　　　　　　　　　　　　　（６７０）
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ては言及されるが，「経済機能モデル」論からははずされていかざるをえない 。

そして，結局は，企業のレベノレの権限のありかたとそれが機能の形態と公準に

及ほす影響の問題だげに局限されてしまうのである 。

　しかしながら，企業の自主性の拡大，分権化の発展を志向する「経済改革」

のその後の実際の粁余曲折をたどる進行過程は，それ以外の多くの重要な諸間

題， 経済的諸要因および政治的諸要因とのつながりを，その理論体系のなかに

とりこまれなげればならないようにさせていったのである 。

　ブルスは，１９５０年代後半の「経済改革」の第１波，６０年代後半のその第２波

が円滑に進まなかった最大の要因を「政治体制」からの制約にあるとして ，７０

年代にはｒ経済機能モデル」論と「政治体制」論との相互関係の解明にむかう
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　３１）
ようになる。そのｒ杜会主義的所有と政治体制』（１９７５年）の冒頭のところで

，

「前著は経済の機能システムー経済諸決定の集中化の程度，市場機構の役割 ，

物質的刺激の形態，等　の分析に限定されており ，生産関係の総体，とりわげ

生産手段の所有関係は分析されていない」，　「このアプ ローチはあまりにも狭

隆」であってｒ杜会主義体制の根本に触れる深部からの変化」（邦訳書，７ぺ一

ジ， 以下同じ）をあきらかにしえない，と述べている。ところが，その所有関

係の中身とされるものが，ふたたび主体の決定の権隈という側面からみられた

ものだげなのである 。フノレスは，杜会的所有の定義として，「（１）生産手段は杜

会の利益のために用いられなげれぽならない。かつ，（２）杜会はその所有する生

産手段にたいする実効的処分権をもっ ていなげれぱならない」（４３べ一ジ）とし ，

この「二つの要件は同等の重要性をもっ たものではないということである。決

定的なのは第二の要件」（４８べ一ジ）である，とする。そこでは，杜会的所有の

生産関係の総体をつうじての経済的実現形態として，かってわたくしがこころ
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　３２）
みようとした内容の問題などは全く間われもしたい。これは，すでに藤田勇氏

が， 「杜会的所有の現実的内容を，主体（労働者，労働集団）の客体（生産手段 ，

生産物）に対する関係，前老による後者の運用にかんする決定権のあり方にみ

ようとする考え方」，「杜会化の現実的内容を，生産関係としてではなく ，その

外的連関，すなわち意思関係にみ，所有を制度的＝法律的彬態の面でとらえる

　　　　　　　　　　　　　　　　（６７１）
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　　３３）

考え方」と批判されていたものである 。

　だから，杜会的所有の内容は，所有の主体としての国家や「政治体制」にお

げる権限のあり方によっ て， 逆に規定されてくるものとなる。まず，「国権主

義モテノレ」の特徴は，ｒ生産手段所有者の機能が直接に国家自体によっ て果さ

れる」（６２べ一ジ）ところにあり ，「ここでは杜会は直接に経済の領域では生産

手段にたいする処分権を行使する前提条件を奪われており」，「こうして杜会化

の問題の全比重は政治の次元に転位する」（６４ぺ 一ソ）。 ところで，ソ連や人民

民主主義諸国では，そのｒ政治体制」が民主主義とは正反対の国家行政機構 ・

党機構 ・政治警察の三位一体的協力に変質してしまっ た。 つぎに，これに対す

るアソチテーゼがユーゴスラピァの「自主管理モデノレ」である。その基礎には ，

生産手段の杜会化をその国家化と峻別し，それを一回限りの行為ではない過程

としてとらえるという動態的定式化がある。そして，国家による間接的杜会的

所有を拒否し，生産者の連合による直接的杜会的所有をうちたてようとする 。

中央 レベノレでの国家によるあらゆる経済決定が否定されようとするが，現実に

は， 「サブシステム」（労働現場）に対する「システム」（中央 レベノレ）の優先性

を維持しなげれぱたらないという要請によっ て， 両者の関係は逆にたっており ，

労働者自主管理は国家 レベノレ全体の政治的民主主義との関連ではじめて機能し

うる第二義的，補足的なものにな っている。ところで，ユーゴスラビアの政治

体制は，「反対派を許容せず，杜会主義的発展に別の道の可能性があることを

説明する機会，またはそのような別の可能性を受げ入れるように杜会に勧芦す

る機会を与えない。個人ないし人々の集団が，選挙民の投票を引きつけるべく

本当に競い合うことによっ て政治的意思決定を行なう権利を獲得する，とい っ

た条件は創り出されていない」（１３８～１３９ぺ一ジ），というソビェトの体制と同

一ヵテゴリーに属する。さらに，ポスト ・スターリソ期の諸変化が，三つの次

元一杜会 ・経済的側面，権力行使の方法の面，経済の機能システムの面一から

検討されていくが，それらの相互関係の分析の出発におかれる杜会 ・経済政策

におげる変化とは，人民の物質的欲求の充足度における発展と所得分配バター

ソの変化という側面にだげ限定されたものである。そして，それが権力または

　　　　　　　　　　　　　　　　　（６７２）
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直接の政治的強制を用いる方法，形態の一定の変化をもたらしていったつなが

りが指摘されるが，政治体制の中身には原則的な変化はなかった，とされる 。

そこでいわれる「中身とは，共産党内の一握りの支配集団の手中に権力が独占

されていることである」（１９６ぺ一ジ）。 また，ｒ経済改革」についても，それが

首尾一貫したかたちで導入されたハソガリーでは，政治面でのあるていどの進

展をともた ったが，「労働者自主管理の問題は回避」（２３９へ一ソ）され，ｒ党指

導部による国民の全政治生活の有効た コソトローノレの原則がくつがえされたか

った」（２３７へ一ソ）。 だから，「般的にいって体制の民主化に，直接に企業 レ

ヴェノレでか，問接に中央への権限集中度を引下げることによっ てか，いずれに

せよ民主化に貢献するような，機能システムにおげる基本的な変化は，ポス

ト・ スターリソ時代には，何ひとつ起こらたか った」（２４０べ一ジ），という結論

がひきだされてくるのである。「杜会主義の国権主義モデルを構成している生

産諸関係の根本的特徴，とりわげわれわれが問題の核心的部門と考えている政

治体制の根本的特徴は，無傷のままである」（２４０ぺ一ソ）からである。すへて

が， 決定の権隈のありか，しかも政治体制におげるそれから裁断されていくな

かで，経済過程の変化の総体的た内容，計画 ・管理の機能と方法 ・用具の変化

の豊富な内容が落とされていくのである 。

　さいこに，生産手段の真の杜会化の将来展望というかたちで，生産力の発展

が政治体制の民主化につながっていかざるをえない客観的必然性が論証されよ

うとするのであるが，この論理構造のなかにフルスの方法がもつ問題点が集約

的にあらわされているように思える。なによりも，「生産諸関係の範晴は，杜

会主義のもとでは，権力がとのように行使されるか，そのされ方と不可分であ

る。 生産力と生産諸関係のあいだの矛盾は，なによりもまず生産力と政治体制

のあいだの矛盾として現われる 。そして，生産力と生産諸関係の必然的一致の

法則は，政治体制を一定の段階の生産力発展の要求に適合させるという方向で

作用する」（２８５へ一：■）ということから，生産力→政治体制→生産関係という
　　　　　　　　　　　　　　　３４）
唯物史観の基本的範晴の逆転の命題がその基礎におかれていることである。そ

の第一のプ ロセスは，生産力の発展が政治体制の民主化にとっ てマイナスに作

　　　　　　　　　　　　　　　　（６７３）
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用する要因とブラスに作用する要因にわげて検討されるのであるが，「われわ

れのテーゼはこうである。意思決定の目的と方法がますます複雑化している 。

このことが原因とた って，　　後者が優勢をしめ，長期の発展を窮極的に観定

する力にな っている」（２５４ぺ一ジ）と断定的に述べられる（おそらく ，生産関係の

内容や計画 ・管理の機能の内容を論ぜずして，このテーゼ自体の論証をこころみようと

するのは不可能なことであろう ，と考えられるのであるが）。 そして，その後者の内

容が，ひとつは，中央 レベノレの意思決定機関への入 ・出清報の回流ということ

にそくして，もうひとつは，意思決定への参加という動機つげの要因にそくし

て， ここでもまた決定の権限という「民主性」の軸と機能の「効率性」の軸を

媒介として，内容をぬいた形態論の次元で生産力と政治体制とが直結されよう

とするのである。そのうえで，その第二のプ ロセス，政治体制と経済改革との

相互関係が検討されていく 。ここでは，一方で，経済改革はそれ自体政治的民

主化の経済的規定因の一つと考えたげれぽならないことが決定の権限と人事の

面に焦点をあわせて述べられるが（ある種の決定の下位 レベルヘの移譲，労働者自

主管理実現のための物質的条件の強化，企業の人事政策合理化の一定の可能性），他方

で， 中央レベルの決定には及ばないという限界があり ，経済改革の直接の政治

的意義は決定的なものではありえないとされる。そして，ｒ経済改革が解決す

る間題領域から生まれるのではたく ，反対に経済改革が暴露たいし悪化させた

問題や矛盾から生まれる」（２７６ぺ一ソ）というその間接的な思義がとかれるの

である。それは，経済におげる改革，「サフ ：■ステム」におげる分権化や労働

者自主管理の進展と「システム」におげる中央の政治の民主化の遅滞とのあい

だの矛盾がますます尖鋭化していく ，というネガティヴな意義においてである 。

だから，それを解決する唯一の妥当な方向として，「中央の民主化，ｒサフ ・ノ

ステム』の全体的決定への参加を通して，『システム』全体と『サブシステム』

との相互浸透をはかること」（２７８ぺ一ジ）があげられるのであるが，それも ，

その相互浸透の内容と矛盾解決への諸条件の彬成を経済過程と政治体制のそれ

ぞれにそくして内在的にたどっ ていくことによっ てでは抵く ，外的に対置され

た２つのレベノレのあいだのギャッ プの拡大が杜会主義の本来的な杜会的統合の

　　　　　　　　　　　　　　　　　（６７４）
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理念をほりくずしていくからそうで「あるへき」だ，とする理念論にたってし

まっ ているのである 。

　これは，政治学のほうからも，「『民主主義」をア ・プリオリに外からあては

める基準として設定するのではなく ，杜会主義的民主主義としてのその発展を

展望することは，杜会主義的所有の内部構造のたちいった分析たしには不可能
　　３５）
である」，と批判されているものである。そして，このような制度論的な理念

論的なとりあつかいが，「問題の核心的部門」とされる当の政治体制の概念内

容の展開そのものをも，きわめて抽象的でかえって貧弱なものにしてしまっ て

いるのである。「ブルスにあ っては，一方で所有の構造がほとんどもっ ばら

『生産手段の処分権」の直接的な担い手　　私人か，国家か，それともｒ杜

会』か？　　の問題として論じられ，他方でこのことから　　生産を全杜会的

規模で組織しかつ実現するという杜会主義的所有の主体的構造を分析する視角

が稀薄なために　　政治 ノステムを，国家（政府）とｒ杜会』　般との関係と

いう抽象的な レウェノレでのみとりあつかうことをよぎなくされている」，「政治

の民主化を軸とする『公的所有』（国家的所有）の現実の杜会化という実践的課

題の提起に対応した具体的提案が，いわは伝統的な議会制民主主義（ｒ政府の杜

会への実効的た依存』の体制とその前提としての言論 ・結杜の自由，選挙制度の改革 ，

反対派の許容）に帰着している点を指摘しなげれぱならない。このｒ根本的変

革』によっ て， ｒ民主主義と経済効率との肯定的関係』は確保されえたとして

も， いうところの『ひと握りの指導的ニリートによる無制限 ・無統制権力の独
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　３６）
占』の解消の道はかならずしも明らかではたい」 。

　以上のように，実体的内容の十分な基礎づげをもたたいまま主体の意志決定

の権限ということだげが基軸となって展開されていくとき，その経済改革と政

治体制の民主化の相互関係はどうしても彩式的た制度論や理念論に落ちい って

いかざるをえないように思えるのである。わたくしは，主体の決定の権限がな

かんずく経済と政治の媒介環において基本的な意義をもっ てくるということを

正しくおいたうえで，それを基礎づげる客体的対象の内容，管理の機能の内容

などの経済的 メカニ ズムの構造と機能をまず総体的にあきらかにし，ついで政

　　　　　　　　　　　　　　　　（６７５）
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治的システムの構造と機能を総体的にたどっ ていく ，というオーソドックスた

方法をやはりとる以外にはないのではないか，と考えるものである ・

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　３７）
　つぎに，グリニスキの論文「杜会主義経済の中央管理システムとその展開」

をとりあげてみよう 。これは，自身がそのなかで書いているように
，「１９７０年代

半ぱに，杜会主義経済全体の機能システムについてのアプ ローチと解卿こ関す

る経済学者のあいだでの新しい関心の高まりを見いだしている」（邦訳論文・７０

ぺ一ジ，以下同じ），そのなかでの「ポーラント学界のかなり　般的な議論と水

　　　　　　　　　　３８）
準を代表する優れた論文」といわれるものである。興味があるのは１このなか

でまた，１９５０年代後半のさきのブルスの「経済機能モデノレ」論の段階とは異な

ったいっそうの理論展開をせまられるようになった実践的背景が語られている

ことである。すなわち，ｒ杜会主義諸国におげる経済改革の主要な欠陥は，提

起された改革の首尾一貫性，包括性の欠如であった。このことは，ポーラソド

にもあてはまる。改革は，包括的であることを要求したが，その実施はこま切

れであ った。殆んどの場合，注意は，中央計画機関と経済組織（企業）との問の

諸関係の上に集中された。きわめて重要た管理の二つの分野は，改革の範囲外

におかれた」（８１ぺ一ソ）として，ひとつは，直接生産者の仕事への態度をあげ

る。 つまり ，動機づげ，イソセソティヴ，経済的刺激，あるいは個人や階層の

諸活動の統合たどの問題であるが，経済改革が実施されつつある時期には経済

組織の内部におげるこれらの管理の諸問題への関心は減退する，という経験を

反省している。もうひとつは，経済全体のレベルにおげる戦略的な計画化およ

び管理の質（水準）の問題であり ，１９７０年代後半のポーラソドでは・市場の巨

大たイソバラソスおよび外国貿易におげるイソバラソスのために，管理の集権

化への復帰を余儀なくされたものであ った。すでにみたように，これらの２つ

は， ブノレスの論理展開の中心からは外されていたものである 。

　さて，グリニスキは，システム ・アプ ローチが経済の機能および構造にかん

する伝統的な分析的手法の水準をひきあげるうえで役立ってきたと述べ・組織

と管理の　般理論にしたがって，杜会主義経済管理ンステムを２つの基本的サ

ブシステムにわげる。ひとつは，管理サブシステム（制御域）で，それは・計

　　　　　　　　　　　　　　　　　（６７６）
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画化・組織化，動機つけ，統制，人事開発 ・管理 ノステム改善にわげられる 。

もうひとつは，被管理サブシステム（実物域）で，それは，研究開発，投資，供

給， 配置（生産準備，労働力配置，機械 ・設備保全），生産，保管 ・販売にわげられ

る。 「経済的メカニ ズム」論との対照でいえぱ，前者は管理の機能による区分 ，

後者は被管理対象による区分にあたるといえよう 。そして，１９７０年代後半以降 ，

新しい論議のたかまりのたかで精徴化がすすみ，そのなかで管理活動の主要領

域に対応する諸構成要素や中央 レベル ・下位 レベルでの管理諸機能の諸構成要

素の区分が必要とされるようにたったとして，次のような経済機能システムの

全体カミ展開される 。（１）中央計画化。（２）経済および非経済的諸組織の組織的構

造　　制御域や実物域の基本的環を構成すると同時に，経済 ＝■ステムの諸要素

のあいだの垂直的 ・水平的 ・問接的相互関係を決定する 。（３）経済制御と誘導諸

用具の体系（価格，利子率，課税なと）　経済組織の自律的行動を規制するのに

役立つ。（４）動機つげの機能　　生産性ならひに人問の創造性を刺激することに

ある。これは，労働者および管理老の双方の報酬の諸原則にあてはまる。経済

機能システムのすく・れた本質的な要因であり ，上言己３つのヵテゴリーのどれに

も入らないものである。（５）管理要員の人事およぴ経済機能メカニスムの改善 。

その他に，法的規範や手続原則の特殊な体系などがふくまれる。このように ，

全体的展開となってくると，ソ連の「経済的 メヵニ ズム」論の構成とかなり似

かよっ たものになっていくことに気づくであろう 。

　しかしながら，そのうえで，ポーラソドのｒ経済機能システム」論の伝統的

成果をうげついで，決定の権限にかかわる集権的システムおよび分権的 システ

ムの視角が適用されていくのである。グリニスキは，１９５６年から７６年のあいだ

に杜会主義諸国で実施された経済改革の経験にもとづいて，経済機能システム

を４つの類型にわける。ヴ ァリアソトＩ－１９５０年代にすべての杜会主義諸国で

特徴的であった集権的計画 ・管理システム。ヴ ァリアソトＩ一集権的計画化と

経済諸単位の一定の自律性との結合，ポーランドの１９５６－５８年改革後の状態 ，

ソ連の１９６５－６７年改革後の状態，ノレーマニアを除いた１９６０年代のほとんどの杜

会主義諾国の状態。ヴァリァソト皿一中央計画と経済諸組織の相当に広範な自

　　　　　　　　　　　　　　　　（６７７）
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律性との結合，１９６８年以後のハソガリーで適用されたもの，部分的には１９７２年

から７５年までのポーラソドのＷＯＧ（大観模経済組織）システム。ヴ ァリァソト

１Ｖ一経済諸組織の最大限の自律性によっ て特徴つげられ，１９５０年代末以後のユ

ーゴスラピァで実施されてきているもの。そして，それぞれのヴァリァソトが ，

さきに列挙した経済機能システムの主要な構成要素ごとにどのような違いをも

つかを検討していくのである 。（１）の基準は，中央計画の役割と指令的指標の性

格と範剛こよる区別である 。（２）の組織的構造の基準にかんしては，国家管理の

上級諸機関の構造の区別だげがとりだされてくるが，それは管理のこのレベル

で明白な構造の違いが生じるからという理由である。ここでは，閣僚会議から

経済組織へつうじる従属の系統，部門省の位置と役割，超部門的性格をもつ管

理の特殊な部門貫通的機関（中央計画化機関，金融 ・財政，労働，賃金，価格など国

民所得の分配をとりあつかう諸機関，科学技術省など専門的機関，統制機関）の位置と

役割が焦点となる 。（３）の基準は，長期的経済ノノレマを含む経済的諸用具およぴ

それに関違した経済システムにおげる市場の役割による区別である。これは ，

もっとも典型的な経済手段としての「価格」，奨励，発展 フォソドをふくむ

ｒ利潤」，ｒ投資金融」の範囲と源泉，「信用」の適用範囲，有償の度合い，利

子率，「賃金」の可変性が決定される方式，の６つの領域からたる。但し，こ

のなかには，費用 ・収益計算あるいは市場といった複雑な経済諸カテゴリー

経済組織の評価の手段や原則はふくまれていない。経済的メカニ ズムと決定の

権限との相互関係にかんするグリニスキのような展開のしかたは，わたくしが

主張しようとするところときわめて近いが，ただその内容については，例えぱ

（２）の組織的構造は，客体的対象と主体の双方から規定されてくるところの内容

のうらづげよりもたんなる管理諸機関の制度としての側面が主となったもので

あるし，そのこととも関連して全体的に管理の機能の内容よりもその方法と用

具に重点をおいたものになっている，という「経済機能モデル」論いらいの特

徴を残しているように思えるのである 。

　さいごに，以上の諸ヴァリアソトのあいだに漸進的進化の論理があるかどう

かが，杜会主義諸国の経済改革の経験にてらして，その変化に影響をあたえた
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実践的諸要因と結ぴつけて分析される。そのさい，二一コスラヒアのウァリア

ント１Ｖだけは，国家 ・政治システムの新しい解決の探求の結果としてうみださ

れた異たった起源をもっ ているので，別だとされる 。１９６０年代にヨーロッパの

ほとんどの杜会主義諸国はヴァリアソトＩを採用した。だが，チ ェコスロ バキ

ァでは，ユ９６０年代半ぽの政治的 ・経済的危機に対する国家当局の反作用の故に ，

また，東ドイツでは，経済改革を進めている近隣諸国のバフォーマソスの否定

的評価の故に，ウァリアソトＩとウァリアソトＩの中問的位置に慎重に撤退し

た（再集権化のプ ロセスは非常に限定されたものであるが）。 ポーラソドでは，１９７３－

７５年のＷＯＧの包括的経済的 ・財務的システムによるヴァリアソト皿の導入

のこころみは，市場に生じた相当の緊張の故に，ウァリアソト１に復帰した 。

ハソガリーでは，ヴァリアソト皿の適用が一定の経済優位性をしめしている

（世界市場の要請への適応，価格の働き，経済のイノベーシ ョソ，より高い生産の質，よ

り大きた革新能力，技師，エコノミスト ，管理考の創造的能力の活用）。 ところで，ユ９７０

年代後半のポーラソドでは，市場と外国貿易のはなはだしいイソバラソスのた

め， 管理の集権化に復帰せざるをえなくなり ，ｒ分権的管理へのラデ ィヵノレ な

転換を現時点で構想することは不可能であるが」，ｒ蓄積された経験が豊かにな

るにつれ，経済がダイナミックな均衡状態に復帰すると同時に，１９８０年代に ，

経済機能システムの新しいいっそう改善されたプ ログラムが導入されるだろう

ことがまさに起りそうに思われる」，そして，そのなかでは「管理のさまざま

なレベルの問での，明白な権限の分割が，１９８０年代における径済管理システム

改善の次の局面の要石となるにちがいない」（８３ぺ 一ジ），としてグリニスキの

論文は結ぱれるのである 。

　ふりかえ ってみると，ポーラソドにおいては，エコノミストの理性的な認識

にもとづく改革構想の準備ということ ，労働者や国民の下からの直接的な政治

的た欲求の圧力ということ，さらに上述の国民径済や市場のバラソスというこ
３９）

ととのあいだの不幸なチグハグ，あるいはトリレソマのなかで，経済改革の実

際の進展がたえず一進一退，粁余曲折をくりかえしてきたように思える。そし

て， 企業の分権化を出発点とした「経済機能システム」論は，これらの経済的

　　　　　　　　　　　　　　　　　（６７９）
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・政治的諸要因をとり込んで，ますます豊富な全体として展開されていかなげ

れぱならないようにな っている ，　といえよう 。いま，１９８０年夏いらいの「連

帯」運動とそれに続く「軍政」という杜会主義史上未曽有の事態のもとで，歪

められた移であるとはいえ，しかしながら経済改革が新たた動きをみせつつあ
　　　　　　４０）
る， といわれる。そこでの構想は，従来の「指令 ・割当システム」の廃棄と企

業の「３つのＳ」　　「自律性」「自主管理」「独皿採算」　　を中心にして，次

のようた柱がおかれているようである 。（１）計画化システムー中央計画は，中央

投資プ ロソェクト ，国防，国際協定にかんする目標をのぞいて直接指令をふく

まない，その計画の作成と実施の過程に対する代表制機関と杜会的諸組織の役

割が決定的に強化される（ｒ計画の杜会化」）。（２）組織システムー国営企業，協同

組合企業，個人企業に同等の権利と義務が保障され，その後２者の活動分野は

拡大される，大規模経済組織は解体されて新たな自発的企業連合が形成される ，

部門省が権限縮小され整理統合されて機能省の役割が強化される 。（３）規制 シス

テムー中央計画と企業の自主計画との整合をはかる中央計画機関の規制用具は ，

経済的（問接的）用具，直接的用具，法的 ・組織的用具にわげられる。そのう

ち， 基本をたすのは経済的（間接的）用具で，価格，課税，補助金の原則，企

業諸フォソドの形成原則，個人所得の規制用具，生産手段利用課税，銀行利子 ，

外貨換算率なとからなる。直接的用具は，計画の基本にかんする情報，諾経済

主体問の契約，権限の認可，投資配置の法的原則なとからなる。法的 ・組織的

用具は，企業の設立，解散，企業連合の許認可，経営指導部の任免権などから

なる。（４）労働者自主管理システム 。

　このような経済機能システムの今後の帰趨は，その全体を構成するそれぞれ

の要素のあいだの相互関係がとのような実体的内容のうらつけをもっ て整合的

に展開されていくか，そのいかんにかかっているように思われる 。

〔６〕　「経済的メガニズム」の構造（試論）

さいごに，「経済的 メカニ ズム」の構造にについての以上の検討を要約的に

　　　　　　　　　　　　　　　（６８０）
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まとめなおしておきたい。ただ，ここでは各モメソトよりなる構造論的た体系

の試論であ って，それらのあいだの動態論的な相互関係の展開はあとの章での

残された課題となる 。

　理論的体系化のための基礎視角は，主体と客体の相互関係を輸とする管理関

係のなかに，「経済的メカニ ズム」のそれぞれのモメントを位置づけなおして

いくことであ った 。

　その第Ｉのグループには，管理の客体とかかわるものがまとめられる。再生

産過程での欲求 ・消費と労働 ・生産との相互関係，生産の杜会化と消費（生活）

の杜会化，それらをめぐる経済の杜会的連関の形態などである。これらの内容

をあたえてくれるのが，２章での「生産の杜会化」論および４章での「経済的

欲求 ・経済的利害」論なのである 。つまり ，要点だけを言己せぼ，国民経済のレ

ベルにおいては，工業と農業，重工業と軽工業など都門問構造の発展，生産と

消費 ・欲求との連関，生産と科学技術進歩，自然環境との連関，生産と杜会的

諸問題との連関なとの杜会的連関のいっそうのひろがりとふかまり ，杜会的一

般生産手段や杜会的共同消費手段の比重の増大など，杜会的再生産過程の杜会

化がすすむ。企業や地域のレベノレにおいては，生産単位のい っそうの専門化 ・

個別化（ｒ製品別専門化」一ｒ部品別専門化」一ｒ技術工程専門化」）にもとづくそれら

のあいだでのより高い協業化 ・統合化：「生産的連関」の発展，生産単位と流

通や消費の諸機関とのあいだでのより高い協業化 ・統合化：ｒ生産一消費的連

関」の発展，生活や杜会的諸問題をめぐる地域でのあたらしい協同化が発展す

る。 そして，このような生産 ・生活過程におげる杜会的連関の発展は，それに

はいる生産単位や消費機関の分業化 ・専門化にもとづく構造的分化 ・機能的分

化をともなうものであり ，それはそれぞれの分立性（自立性 ｏ６ｏｃｏ６刀ｅＨＨ０ｃＴｂ）

の一定の変化をひきおこしていく物質的基礎となる 。個人のレベノレにおいても ，

労働と消費の諸条件の向上と格差の解消がすすむ。ただし，これらのことが ，

生産単位や消費機関の経営的な自主性の拡大とそれにもとつくそれぞれの間で

の直接的契約，直接的連関の発展にどのようにつなが っていくか，あるいは ，

労働の選択と利用や労働能力の養成に対する個人の個性にもとづいた決定の自

　　　　　　　　　　　　　　　　（６８１）
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由の増大，個人の消費者選択の自由の増大，およひ，労働 ・生産諾条件と消

費・ 生活諾条件の彬成と利用のありかたの決定に対する労働者 ・市民の主体的

な参加の発展にどのようにつながっていくか，それは次の第皿グループの内容

の独自た展開いかんにかかわる 。

　第皿のグノレープには，客体と主体のあいだでの固有の管理関係といわれるも

のがまとめられる。まず，「管理の機能」にかかわるもので，　般的には「計

画化」「組織化」「規制」ｒ計算」「点検」などの諾機能がわげられるが，うえの

第Ｉグノレープとのつながりで規定されてくるその内容づけが大切である。すな

わち，生産の諸領域のあいだの連関，生産と消費との連関，それらと杜会的諸

間題との連関をつげる諸機能が，一方ではとれほと専門的に分化したものとし

て， かつ，他方ではどれほど杜会的に統括しうるものとして，発展させられて

いるかという内容である。これらには，情報活動が関係する。つぎに，「管理

の方法と用具」にかかわるもので，方法と動機づげ，経済的な刺激とてこ，経

済的用具がふくまれる。そして，要の位置を占める「管理の決定」，そこでの

権限にかかわるもので，さきの生産単位や消費機関の自主性とそれにもとづく

直接的連関，個人の決定の自由や参加などがふくまれる。それは，一方では ・

その基底によこたわる「経済的欲求 ・経済的利害」におげる意識的な制御の実

現， 自由の実現とつながるものであり ，他方では，「経済的メカニ ズム」と上

都構造を連結するもっとも重要た媒介環とたるものである 。

　第皿のグノレープは，管理の客体の構造と主体の構造の双方から規定される

「管理の組織的構造」であり ，このたかでうえの「管理の機能」，「管理の方法

と用具」，そして「管理の決定」が具体化されていく 。国家との相互関係とい

う視点でみたばあい，国民経済のレベルにおけるｒ計画化」機能・集団（企業

あるいは地域）のレベルにおげる「経済的指導」機能，個人のレベルにおける

「労働と消費に対する規制」機能にわげられ，それらのあいだでの集権化と分

権化が展開されていく 。

　第ｖのグループは，「管理労働 ・管理要員」であり ，それはつぎの上部構造

のｒ専門的管理者集団」のモメソトにつながっていく 。

　　　　　　　　　　　　　　　　　（６８２）
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　「経済的 メカニ ズム」の上部構造的モメソトについては，両者を連結してい

く次のような論理的プ ロセスにそくした整理ができるのではたかろうか 。

　第１に，まず展開の出発的な範曉として，経済と政治の全体的な統一である

「経済政策」がおかれることである 。

　第２に，「国家の経済的機能の組織的移態，因家的機関のシステム」につい

ては，それを国家的管理の決定をめぐる機能と権限ということによっ て整理を

し内容づげをあたえていかなげれぼならない。その１つは，管理の客体的対象

との相互関係，それによる被規定性である。さきのｒ経済的 メカニ ズム」の第

Ｉグループの内容とのつながりであるが，政治的諸関係にあってはたかんずく

杜会的諸問題をもふくむそれらの総体の全杜会的規模での編成が問題とな って

くる。その２つは，管理の機能の内容的展開である。さきの「経済的 メカニ ズ

ム」の第Ｉグループの管理の機能の内容とつながってくるものであるが，それ

らが企業問，産業問，および地域問などの全杜会的な編成のなかで具体化され

ていかなげれぼならない。その３つは，以上のような内容の基礎づげをもっ た

管理の決定における権限のありかの問題である。それが，まず，狭義の国家的

管理の執行 ・管理機関にかんして，それぞれの総括的な性格，機能的な性格 ，

垂直的 ・実行的性格にそくして，検討されなげれぱならない。そのうえで，そ

れらの諸機関と代表制機関との相互関係，専門的管理者集団の量と質，その杜

会的編成が展開される 。

　第３に，「国家の経済的活動の法的彬態」である 。

　第４に，「経済にたいする国家的作用の方法」であるが，さきの国家の次元

におげる「計画化」機能，集団の次元におげる「経済的指導」機能，個人の次

元における「労働と消費に対する規制」機能にわげ，そのさいの国家的作用の

方法と用具が展開される。くわえて，固有の上部構造的モメントとして，それ

らに対する個人や集団の管理への参加がふくまれる 。

　第５に，固有の「政治的 システム」への連結である 。

　　１）「経済的メカニスム」というのは，ｘ０３崩ｃＴＢｅＨＨｂ１黄Ｍｅｘａｍ３Ｍまたはそれとほ

　　　とんど同義のＭｅＸａＨＨ３Ｍ　Ｘ０３崩ＣＴＢＯＢａ削睨の訳語である。「経済メカニ ズム」と

　　　　　　　　　　　　　　　　（６８３）
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　　訳されるぱあいもあるが，わたくしカミ「経済的メカニ ズム」とするのは，つづい

　　て検討を加えるように，それが生産力や上部構造との境界領域をも含む広義の概

　　念内容をもっ ているからである。しぱしぱ，その広義のｒ経済的メカニ ズム」の

　　次かで技術的側面や法的側面と区別された狭義の経済的側面が９ＫＯＨＯＭｍｅＣＫ嚇

　　 ＭｅＸａＨ肥Ｍとされることがあるが，このぱあいはｒ経済メカニ ズム」と訳すこ

　　　とにした（例えば，　ｎｏムＰｅＡａＫ叩ｅ材Ａ　Ｃ　Ｆｙｃａｐ０Ｂａ，Ｃ０Ｂｅｐ皿ｅＨｃＴＢ０ＢａＨＨｅ

　　 ｘ０３汀直ｃＴＢｅＨＨ０ｒ０ＭｅｘａＨＨ３Ｍａ　ｐａ３ＢＨＴ０ｒｏ　ｃｏ口Ｈａ〃Ｈ３Ｍａ　１９８１　 ｃ２３－２４）。
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　１９８２．（フェドレソコ ・ペトラコフ編著，田中雄三訳『現代杜会主義経済の機能

　メカニ ズム』ミネ ノレヴ ァ書房，１９８４）　ただし，この本は，東欧諸国の研究者と

　の共同執筆になるものであり ，また，ソ連と東欧諸国の経験の総括に力点がおか

　れたものである，という制約をもつ故にむしろ当然のことかもしれないが 。
１５）　Ａ．Ｆ．ＡＦａＨＢｅ閉Ｈ，ｙ〃ｏ〃舳肌ｏｏ桝ｏノ〃〃〃惚ｏ舳〃〃６６〃〃刃〃〃刃〃〃，１９７９

．

１６）　Ｈ．ｎ．Ｈ刀ｂＨＨｃＫ嚇，Ｈ．Ｂ．しＩｅｐＨ０Ｆ０刀０ＢＫＨＨ，ｎｏ舳丁肥ｅｃＫ朋ｃＨｃＴｅＭａ　ｃ０ＢｅＴｃＫ０Ｆ０

　０６ｕ］；ｅｃＴＢａ： ｎ０Ｈ兄ＴＨｅ　Ｈ　ｃＴｐｙＫＴｙｐａ，　００６６〃ｏん０８２０らソ６ｑｏｏ〃ｚ６０〃
〃０６０

．　 １９７７
，

　１．　 この節での「政治的システム」論の内容と文献にかんしては，大江泰一郎

　氏，菊井謹次氏の御教示にあずか った。記して厚く感謝したい 。

１７）Ｆ．ＸＬ［ＩａｘＨａ３ａｐ０Ｂ，ＯＨｅＫ０Ｔ０ｐＨｘＴｅＨムｅＨ口朋ｘｐａ３ＢＨＴ朋ｎｏ朋ＴｍｅｃＫ０黄

　ｃＨｃＴｅＭｂ１ｃｏ叩ａ洲３Ｍａ，Ｃｏ舳１倣０６２０桝桝〃１６０〃 〃０６０
．１９７８，ユ

１８）　Ｒｏｎａｌｄ　Ｊ　Ｈ １１１ ，Ｓ０Ｙ１ｅｔ　ｐｏｌ１ｔ１ｃｓ，Ｐｏ１１ｔ１ｃａ１ｓｃ１ｅｎｃｅ　ａｎｄ　ｒｅｆｏｒｍ，１９８０　（ロ

　ナルド，Ｊ ．ヒル，菊井穫次訳『ソ連の政治改革』世界思想杜，１９８４年）菊井穫

　次ｒソ連におげる『政治学』の移成と『政治改革』の関連について」，『立命館法

　学』１６８号，１９８３年第２号，に紹介がある 。

　　　　　　　　　　　　　　　　（６８５）



７４

１９）

２０）

２１）

２２）

２３）

２４）

２５）

　　　　　　　　　立命館経済学（第３３巻 ・第５号）

　拙論の４章のｒ経済的利害」と国家の箱互関係の展開を参照。なお，ソ連の政

治学者シレソコも，国家的管理におげる決定の機能にそくして，ふつうはその準

傭， 採択，方向づげといった外的なメカニ ズムの標識が強調されるげれども，そ

の内的基礎として欲求 ｎ０Ｔｐｅ６Ｈ０ｃＴｂと利害 ＨＨＴｅｐｅｃの概念がよこたわる，と

述べ，ほぽ同様の展開をこころみようとしている（Ｂ．¢．ＣＨｐｅＨＫ０，ｎｐｏ６ハｅＭａ

ＨＨＴｅｐｅｃａ　Ｂ　ｒｏｃｙ八ａｐｃＴＢｅＨＨ０Ｍ　ｙｎｐａＢ刀ｅＨＨＨ，　１９８０）。

　ロ ナルド，Ｊ ．ヒル，邦訳書，１５９ぺ一ジ 。

　同上書，１６０ぺ一ソ 。

　同上童，１９６ぺ一ソ 。

　同上書，２０１～２０２ぺ一ジ 。

　Ｐａ３ｐａ６０ＴＫａ　ｎｐｏ６刀ｅＭ　ＴｅｏｐＨＨ　ｃｏ口Ｈａ刀ＨｃＴＨＨｅｃＫ０ｒｏ　ｒｏｃｙムａｐｃＴＢａ，Ｋｐｙｒ兀Ｈ貴

ｃＴ０刀，Ｃ０６６〃ｚ鮒０６２０〃６岬ｏ〃ｚ６０〃〃０６０．１９８３，７－９・大江泰一郎訳 ・解題「ソ

連におげる政治改革論の動向」，『科学と思想』第５２号，１９８４年４月。新美治一

「『ソヒエト国家と法』編集委員会の企画 ・主催による『杜会主義国家論の到達点

とその諸課題について』の討論集会」，『法律時報』１９８３年１１月号 。

　もっとも，いくつかの注目すべきこころみはみられるようである。例えぱ ，
Ｂ　ｎ　Ｋｙｐａ皿ＩＢＨ刀Ｈ，　Ｆｏｃｙ八ａｐｃＴＢｅＨＨ０ｅ　ｙｎｐａＢ刀ｅＨＨｅ　Ｈａｐｏ八ＨＨＭ　 ｘ０３兄貴ｃＴＢ０Ｍ

ｎｅｐｃｎｅＫＴＨＢｂ１ｐａ３ＢＨＴ朋，Ｃ０８６〃鮒０２２０似６ｏ〃〃ｚ６０〃〃ｏ仙１９８２，６　とその

末尾に掲載されている諸論文を参照。クラシビリ論文は，企業の自主性の拡大 ，

その権限と責任の問題に焦点をあてて，国民経済の国家的管理のシステムの
‘‘

基

本的’’“本質的”‘総合的
’’

改革の必要を論じたものである。第一に，計画化にお

げる国家と企業の相互関係の改革である。すなわち，国家計画は企業に対しては

義務的課題の彬態では割当られない。企業はその生産的 ・経営的活動の五カ年計

画と年度計画を採択する権限をもつ。企業計画と国家計画との照応は国家諸機関

の権力的 ・組織的活動および主要に．は経済的匁てこと刺激によっ て達成される 。

第二に，企業のレベルにおげる組織的 ・法的 メカニ ズムのシステムの改革であ

る。 その特徴は，真に完全な経営計算制，企業の組織的自主性の拡大，自主管理

（ｃａＭＯｙｎｐａＢ朋ｅＭＯｃＴｂ）にある。第三に，国民経済や部門のレベルにおげる国家

的管理のシステムの改革である。たによりも，部門省の狭い専門性と分立性によ

って性格づげられる現行の部門別管理のシステム を根本的に改造する。かわ っ
て， 工業省 ・建設省 ・農業省の３つに統合された部門省のうえに，および，ゴス

プラソの各部門のうえに，最高国民経済会議（ＢＣＨＸ）型の機関あるいは単一の

国民経済省を置き，経常的た管理作業から解放して，国民経済全体の長期的な基

本的な全部門的計画 ・管理にあたらせる。これには，ソ連邦閣僚会議の役割の強

化とそのスタ ッフ機関であるゴスプラソの機能の深化がともない，かつてのよう

　　　　　　　　　　　　　　（６８６）



　　　　　　ｒ杜会主義経済と国家」にかんする覚書（中の２）（芦田）　　　　　　　７５

　な部門省間の調整に終止した部門間機関からいまや戦略的計画化委員会に変わら

　なげれぱならない 。

　　 クラシビリのような展開が，国民経済のレベルや企業のレベルでの再生産過程

　の実体的な内容，そしてそれらにおげる諸連関を媒介する計画 ・管理の機能の内

　容とむすびつげられていくとき，「経済的 メカニ ズム」論とｒ政治的 システム」

　論との本格的た連動関係カミみられるようになるのではないか，と思うのである 。

２６）”Ｈ３ａＦａ貴Ｈ０Ｂ，Ｃｏｌ１舳〃ｏ舳伽舳２０り１切ｏ〃８０〃３鮒ｏ洲３舳ｏ〃舳 ，

　１９７５
．

２７）「経済的 メカニ ズム」とｒ経済政策」の関係については，その他に，”．Ｈ ．

　Ａ６ａ爪ＨＨ，Ｘ０３効ｃＴＢｅＨＨｂＩ貴ＭｅｘａＨＨ３Ｍ　Ｈ　ｇＫ０Ｈ０Ｍ肥ｅｃＫ朋ｎｏｍＴＨＫａ　ｎａｐＴＨＩ礼

　Ｂｏ〃ｏｏ〃眺ｏんｏ〃〃”〃，１９８１，１．　刀．Ｈ．Ａ６ａハＫＨＨ，〃ｏ／ｚ〃〃〃惚脈０刃鮒０ん０〃〃兄〃

　跳ｏ舳〃〃”ｏ舳兄刀ｏ〃〃〃片ｏ，１９７０．を参照 。

２８）　これらの包括的な整理は，宮鍋幟「杜会主義経済の諸類型」，『経済研究』第２９

　巻３号，１９７８年７月 。また，古河幹夫ｒ杜会主義方法論再考」，『杜会主義経済研

　究』第２号，１９８４年４月，をも参照 。

２９）　ポーラソトの「経済機能 ノステム」論の史的展開については，竹浪祥一郎「ポ

　ーラソトの１９５６～５７年の経済改革テーゼ」，『桃山学院大学経済学論集』第９巻

　３ ・４合併号，１９６８年６月，同ｒポーラソド計画管理制度をめぐっ て一経済学者

　の学説を中心に一」，『経済研究』第１９巻４号，１９６８年１０月，井手啓二ｒ杜会主義

　企業の組織 ・管理」（今井俊一編著『現代企業の組織と管理』第７章，ミネルヴ

　ァ書房，１９７７年），岩田昌征『現代杜会主義の新地平』目本評論杜，１９８３年，な

　どを参照。この節でのポーラソドの文献にかんしては，井手啓二氏の御教示と御

　貸与にあずかった。記して厚く感謝したい 。

３０）Ｗフノレス，鶴岡重成訳『杜会主義経済の機能モテル』合同出版，１９７１年 。

３１）Ｗ．Ｂｒｕｓ，Ｓ００舳ｓ乏０〃鮒ｓゆ伽ゴカ０肋
００Ｚ　ｓツｓ８舳ｓ，１９７５．　Ｗ．ブ ノレス，大津

　定美訳『杜会化と政治体制』新評論，１９８２年 。

３２）拙著『杜会主義的所有と価値論』青木書店，１９７６年，および本論文４章２節 ，

　を参照 。

３３）藤田勇「現代杜会主義論の状況と課題」（『講座 ・史的唯物論と現代』６ ，杜会

　主義，青木書店，１９７９年，１９，２２へ 一：■）。 なお，モテル論についても次のよう

　に述べられている。ｒこの種の議論においては『国家主義的』モデル，『自主管

　理』モデル，『集権モデ ノレ』，『分権モデル』次どの『モデノレ』論がよく用いられ

　るのであるが，それはみぎのことと密接に（方法的に）関連しているように思わ

　れる。そこで論じられているのは，経済管理の制度的彩態，いいかえれぱ物の占

　有 ・使用 ・処分をめぐる人びとの意思決定（もしくは諸決定の連関）の形態にほ

　　　　　　　　　　　　　　　　（６８７）



７６　　　　　　　　　　　　立命館経済学（第３３巻 ・第５号）

　　かならず，さまざまの制度的捗態の有効性（経済的機能）の比較にほかならな

　　い」（同上論文，１９ぺ 一ジ）。

　３４）Ｗ．Ｂｒｕｓ，丁加２６０〃ｏ〃６ｓ　ｏ〃力
ｏｌ〃乞６ｓ ゲｓｏｏ舳舳

，１９７３・（Ｗ．ブルス，佐藤

　　経明訳『杜会主義におげる政治と経済』岩波書店，１９７８年）の第７章 。

　３５）大江泰一郎「杜会主義と官僚制」（『講座 ・史的唯物論と現代』６ ，杜会主義 ，

　　青木書店，１９７９年，２５１べ 一ソ） 。

　３６）　同上，２４９～２５０ぺ一ジ 。

　３７）　 Ｂｏｈｄａｎ　Ｇｌ１血ｓｋ１， Ｓｙｓｔｅｍ　ｏｆ　ｃｅｎｔｒａ１ｍａｎａｇｅｍｅｎｔ　ｏｆ　ｔｈｅ　ｓｏｃ１ａｌ１ｓｔ　ｅｃｏｎｏｍｙ

　　 ａｎｄ　ｉｔｓ　ｅｖ０１ｕｔｉｏｎ，０２００”０”００ 力０Ｚ０伽，１９７９，１．（ボフダソ ・グリニスキ，井手

　　啓二 ・中西一正訳ｒ杜会主義経済の中央管理 ノステムとその展開」，『立命館経営

　　学』第１８巻３号，１９７９年９月）。

　３８）同上邦訳論文，「訳者はしがき」，６４べ一ジ 。

　３９）　Ｅｃｏｎｏｍ１ｃ　ｒｅｆｏｒｍ１ｎ　Ｐｏ１ａｎｄ，Ｐｒｅｍ１ｓｅｓ　ａｎｄ　ｍａｍ　ｄ１ｒｅｃｔ１ｏｎｓ・０２６０犯ｏ伽ｏｏ

　　力ｏＺｏ刀ｏ，　１９８１ ，　２，　ｐ．１３８ ．

　４０）　田中雄三ｒポーラソドにおける経済改革の理念と実現情況」，『竜谷大学経済経

　　営論集』第２３巻１号，昭和５８年６月。井手啓二ｒポーラソドの計画経済体制と杜

　　会主義企業」（笹川儀三郎 ・海道進 ・林昭編『杜会主義企業の構造』ミ子ルヴ ァ

　　書房，近刊、草稿の途中で参照を許され教示をいただいた井手啓二氏に厚く感謝

　　　したい）。

（６８８）




